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１ 予算規模等 

  平成２５年度の予算規模は、一般会計４７５億５，０４０万４千円、特別会計３５０億７９７

万９千円、企業会計４４億１，２３６万３千円となり、総額では８６９億７，０７４万６千円と

なっています。 

 

 ［全会計の予算規模］                       （単位：千円、％） 

  H２５当初予算 H２４当初予算 増 減 額 増減率 

一般会計 47,550,404 47,007,452 542,952 1.2 

特別会計 35,007,979 34,252,772 755,207 2.2 

企業会計 4,412,363 3,616,918 795,445 22.0 

全会計総計 86,970,746 84,877,142 2,093,604 2.5 

 

２ 一般会計当初予算の概要 

Ⅰ 予算規模 

当初予算計上額  ４７５億５，０４０万４千円（対前年度比 １．２％増） 

当初財政計画額  ４８０億７，５３０万７千円（対前年度比 １．１％増） 

 

平成25年度当初予算額は、475億5,040万4千円で前年度と比べて 

１．２％の増となっています。（当初予算計上率 ９８．９％） 
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Ⅱ 歳入 

市 税    １８０億8,157万5千円（対前年度比２．７％増） 

個人市民税は、個人所得の低迷が続いているものの、退職所得にかかる税額控除の廃止や普

通徴収の徴収強化等により、１．４％の増を見込んでいます。また、法人市民税については、

企業収益は弱含んでいるものの、輸出環境の改善や経済対策等により、前年度当初予算との比

較では２．３％の増を見込んでいます。また、固定資産税は、土地分については地価の下落傾

向が続いていますが、家屋分、償却分を合わせて、固定資産税全体で０．６％の増を見込んで

います。その他、都市計画税の課税区域の見直し、市町村たばこ税の税率改正による増加が見

込まれ、これらの結果、市税全体では平成２４年度と比べて４億７，３０３万６千円、２．７％

の増となっています。 

 

［市税収入見込額］                          （単位：千円、％） 

  H２５当初予算 H２４当初予算 増減額 増減率 

市民税 7,030,744 6,918,735 112,009 1.6  

 
個人 5,552,597 5,473,882 78,715 1.4  

法人 1,478,147 1,444,853 33,294 2.3  

固定資産税 8,711,559 8,663,482 48,077 0.6 

都市計画税 1,183,677 989,055 194,622 19.7 

その他 1,155,595 1,037,267 118,328 11.4  

合  計 18,081,575 17,608,539 473,036 2.7 
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地方交付税     ５７億８，０００万円  （対前年度比２．４％増） 

基準財政収入額の減少により、交付額の増加が見込まれるが、臨時財政対策債も増加する見

込みであり、全体としては、対前年度比で２．４％増の５７億８，０００万円を見込んでいま

す。 

 

 
 

※Ｈ１５～Ｈ２３は決算額、Ｈ２４、Ｈ２５は当初予算額 

 

    平成２５年度、交付税（普通・特別）と臨時財政対策債を合わせた実質的な交付税額は、

８４億２，５００万円を見込み、平成２４年度比では７億７，５００万円の増加、三位一体

の改革前の平成１５年度との比較では約１１億円の減額となっています。 

 

  ＊全国の交付税額全体のうち、９４％は普通交付税として、６％は特別交付税として配分され

ます（平成 2５年度）。交付税の大部分を占める普通交付税の交付額は、各地方公共団体に

おける標準的な需要額と標準的な収入額との差額になります。 

 

（普通交付税額）＝（標準的な需要額）－（標準的な収入額）―（臨時財政対策債） 
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市   債     ６０億６，６００万円  （対前年度比２３．９％増） 

   総合文化施設建設事業等の旧合併特例事業債や消防救急無線デジタル化整備事業等の防災対

策事業債の増加によって、前年度と比べて１１億７，０４０万円、２３．９％の増加となる 

６０億６，６００万円を計上しています。歳入全体に占める割合は１２．８％（Ｈ２４年度は

１０．４％）となっています。 

   また、平成２５年度末の市債残高見込は５０２億４，４６７万６千円（対前年度末現在高見

込比１．９％増）となる見込みです。 

 

   ＊臨時財政対策債の発行可能額の算定方法の改定 

     地方公共団体が使途を限定されずに自由に使える一般財源である地方交付税は、その原

資となる国税収入の落ち込みなどによる不足分の一部について、平成１３年度から臨時財

政対策債の発行によって賄うこととされました（国が地方交付税交付金を地方に交付する

代わりに、地方公共団体に地方債の発行を認める）。この臨時財政対策債の発行可能額は、

平成22年度以降、それまでの人口を基礎として算出する人口基礎方式に加え、財源不足

額及び財政力を考慮して算出する財源不足額基礎方式と合わせて算定されてきましたが、

平成25年度から、財源不足額基礎方式に完全に移行し、本市の場合、財源不足額基礎方

式２６億４，５００万円程度と試算しています。 

 

※Ｈ１５～Ｈ２３は決算額、Ｈ２４、Ｈ２５は当初予算額 
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Ⅲ 歳出 

人件費    ７９億３，７３１万３千円（対前年度比０．９％増） 

    前年当初対比では、６，７７６万６千円、０．９％増となっています。 

 

扶助費   １０３億２，７８９万１千円（対前年度比３．５％増） 

   前年当初対比では、3億５，３４１万円、３．５％増となっています。 

     

公債費    ５８億５，２３３万２千円（対前年度比１．９％増） 

   前年当初対比では、1億７１４万１千円、１．９％の増となっています。 

 

  ※義務的経費比率（人件費・扶助費・公債費総額の予算総額に占める割合）は５０．７％（H

２４は５０．２％）となっています。 

 

  普通建設事業    ８０億４，６６１万６千円（対前年度比１．６％減） 

駅周辺整備事業等の減額により、前年当初対比では、１億２，９４５万７千円、１．６％の

減となっています。 

 

  繰出金    ５３億２２６万５千円（対前年度比６．２％増） 

   前年当初対比では、３億８７９万２千円、６．２％増となっています。 

                                                                             

(単位：千円、%)

予算額 構成比 予算額 構成比 金額 率

7,937,313 16.7 7,869,547 16.7 67,766 0.9

10,327,891 21.7 9,974,481 21.2 353,410 3.5

5,852,332 12.3 5,745,191 12.2 107,141 1.9

8,046,616 16.9 8,176,073 17.4 △129,457 △1.6

補助 5,514,654 11.6 5,359,743 11.4 154,911 2.9

単独 2,531,962 5.3 2,816,330 6.0 △284,368 △10.1

5,302,265 11.2 4,993,473 10.6 308,792 6.2

6,193,975 13.0 6,281,831 13.4 △87,856 △1.4

3,890,012 8.2 3,966,856 8.5 △76,844 △1.9

47,550,404 100.0 47,007,452 100.0 542,952 1.2

増減

合　　　計

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業

繰出金

物件費

その他

区分
平成25年度 平成24年度
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３ 主要事業の概要 

※事業費の後の（  ）書きは前年度当初予算額 

フィールド１ 快適交流 

～人が集い、快適で利便性の高い都市の実現～ 

◎良好な都市空間の形成 

 

（施）都市計画策定費（建設部 都市計画課） 

１３，１００千円（23,034千円） 

１ 事業目的 

   市民への都市計画に関する情報提供、地域の実状に合った都市計画の策定及び都市計画事

業の円滑な推進を図る。 

２ 事業年度 

平成２４年度～ 

３ 事業概要 

平成15年度に作成した都市計画図について、経年変化修正を行い、最新の情報を反映

させた都市計画図を作成する。 

都市計画マスタープランの見直しについて、新規土地利用計画への対応、東日本大震災

後の防災に配慮したまちづくりへの対応などから見直しを進める。 

４ ２５年度の事業内容 

（１）委託料 １２，１８５千円 

・都市計画マスタープラン見直し（基礎調査）  5,000千円 

・都市計画図作成等  7,185千円 

（２）事務費  ９１５千円 
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◎道路の整備 

 

（公）種子川筋線改良事業（建設部 道路課）（新規） 

９，２２５千円 

１ 事業目的 

国道１１号線と市道角野船木線を結ぶバイパス道路として、角野船木線の整備に併せて本

路線を延伸することにより、上部地区や別子山方面へのアクセスの向上を図る。 

２ 事業年度 

平成２５年度～２９年度 

  ３ 事業概要 

実施延長 ２５７ｍ、幅員１１ｍ 

４ ２５年度の事業内容 

（１）委託料  道路詳細設計、用地測量、登記業務   ８，７００千円 

（２）事務費                       ５２５千円 

５ 財源内訳  

（１）国   55％   4,785千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）一財           4,440千円 

 

（公）上部東西線改良事業（街路）（建設部 道路課）（新市建設計画） 

８６，２１０千円（104,900千円） 

  １ 事業目的 

上部地区を東西に結び、国道１１号線を補完する路線であるとともに、テクノパーク・広

瀬公園・山根公園など、本市の主要な観光施設を直線的に結び、生活支援、観光客の誘致等

の観点から重要な路線であることから、早期の整備を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２１年度～２９年度 

第１期 平成２１年度～平成２４年度（Ｌ＝３８７ｍ） 

第２期 平成２５年度～平成２９年度（Ｌ＝５２１ｍ） 

３ 事業概要 

（１）市道中須賀上原線から市道萩生出口本線までの区間 

（２）延長９０８ｍ 

（３）幅員１６ｍ 

４ ２５年度の事業内容 

（１）委託料 物件補償調査          ３，５００千円 

（２）用地費 Ａ＝6,200㎡         ７６，５００千円 

（３）補償費 立竹木・残地補償        ５，０００千円 

（４）事務費                 １，２１０千円 

  ５ 財源内訳 

    （１）国  55％   46,750千円（社会資本整備総合交付金） 

（２） 一財     39,460千円 
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（公）角野船木線改良事業（建設部 道路課）（新市建設計画） 

７２，３６０千円（126,200千円） 

１ 事業目的 

新居浜インターチェンジから山根公園を経由し、主要地方道新居浜別子山線・上部東西線

を最短路線で結び、国道11号の慢性的な渋滞緩和を図るとともに地域住民の安全と生活経済

活動を支えるため、早期の整備を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成１６年度～２９年度 

３ 事業概要 

（１）第２工区（市道新田東縦道線～市道国領高祖線） 

（２）延長 ６９３ｍ、幅員 １２ｍ 

  ４ ２５年度の事業内容 

（１）委託料 橋梁設計、登記業務 一式   １３，０００千円 

（２）用地費 Ａ＝３，７５０㎡       ５３，５００千円 

（３）補償費 立竹木・残地補償        ５，０００千円 

（４）事務費                   ８６０千円 

５ 財源内訳 

（１）国  55％  39,325千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）一財        33,035千円 

 

（公）新須賀山根支線整備事業（建設部 道路課）（新規） 

６，８５７千円 

１ 事業目的 

河川敷内の自転車歩行者用道路を整備し、南側県道の歩道と接続することにより、新居浜

駅から国領川緑地までをつなげ、自転車・歩行者の利便性、安全性の向上を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度～２７年度 

３ 事業概要 

工事延長：Ｌ＝９６ｍ  

  ４ ２５年度の事業内容 

（１）委託料  ３，５００千円  測量設計 Ｌ＝９６ｍ 

（２）用地費   ２，５００千円  Ａ＝１００㎡ 

（３）補償費    ５００千円  立竹木 

（４）不動産鑑定料 ３５７千円 

５ 財源内訳 

（１）国  55％   3,575千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）一財         3,282千円 

 

（単）新田松神子線改良事業（建設部 道路課）（新規） 

３３，０００千円 

１ 事業目的 

本路線は、新居浜市北部の幹線道路、県道壬生川新居浜野田線の補完路線として、商店街

や工場地帯へのアクセスに重要な役割を果たしているが、近年、大型車両の交通量が増加し

ていることから、車両等の安全かつ円滑な通行を確保を図る。 
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２ 事業年度 

平成２５年度 

３ 事業概要 

西原３丁目交差点において、右折車線設置等の交差点改良を行う。 

４ ２５年度の事業内容 

（１）工事費            ３０，０００千円 

（２）委託料  測量設計・用地測量  ２，５００千円 

（３）補償費               ５００千円 

 

（単）国道建設推進対策事業（建設部 道路課） 

１０，４１７千円（23,457千円） 

１ 事業目的 

国土交通省が整備を進めている「国道１１号新居浜バイパス」の推進に合わせ、接続する

市道の拡幅等整備を行い、近隣住民の安全安心な交通の確保を図る。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ 事業概要 

３－１工区（中村松木～本郷：Ｌ＝１．１ｋｍ） 用地買収等 

３－３工区（萩生～大生院：Ｌ＝１．５ｋｍ）  用地買収、工事等 

４ ２５年度の事業内容 

（１）工事費  本村岸の下線         ２，４１０千円 

（２）委託料  測量設計・用地測量（沢本線） ２，２００千円 

（３）用地費  沢本線            ５，１００千円 

（４）補償費  沢本線              ３００千円 

（５）事務費                   ４０７千円 

 

（単）道路整備事業（建設部 道路課） 

３１４，０００千円（255,812千円） 

１ 事業目的 

市民生活に密着した市道の改良・整備・修繕・及び老朽化した舗装の更新等、維持管理に

努め、市道の適正な機能を維持し、市民生活の安全性と利便性の向上に寄与する。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容（２２路線） 

（１）工事費   元船木東筋線外２２路線       ２３１，０００千円    

    （２）施設修繕料 道路施設修繕             １０，０００千円    

 （３）用地費                      １５，４００千円 

 （４）委託料   測量設計等                   ４１，５００千円    

（５）補償費                      １３，１００千円 

（６）事務費                       ３，０００千円 

 

 

 



 

フィールド１ 快適交流 

～人が集い、快適で利便性の高い都市の実現～ 

 

 10 

◎ＪＲ新居浜駅周辺の整備 

 

 (公)駅周辺整備事業（建設部 区画整理課） 

４２６，２６０千円（1,531,720千円） 

１ 事業目的 

駅利用者の利便性向上のため、南北自由通路や南口広場などを整備する。 

２ 事業年度 

     平成２２年度～２６年度 

３ 事業概要 

・南北自由通路  Ｗ＝６ｍ Ｌ＝約７０ｍ 

・駅南駐車場  Ａ＝約３，０００㎡  

・南口広場 Ａ＝約２，６００㎡   人の広場 Ａ＝約２，５５０㎡ 

４ ２５年度の事業内容 

（１）補償費：駅南駐車場物件補償              ６００千円 

（２）用地費：南北自由通路用地、駅南駐車場用地  １３７，０００千円 

（３）委託料：南北自由通路整備工事 施行委託等  １５３，２３９千円 

（４）工事費：駅南駐車場整備工事等        １１８，５００千円 

（５）事務費：                                １６，９２１千円 

５ 財源内訳 

（１）国  40％      66,300千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）市債 90％      16,500千円（合併特例債） 

95％    89,700千円（公共事業等債） 

（３）その他      4,500千円（駐輪場使用料） 

（４）一財        249,260千円 
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◎安心な住宅の整備 

 

（公）市営住宅耐震改修事業（建設部 建築住宅課） 

１５５，７５５千円（12,476千円） 

１ 事業目的 

公営住宅の適正な管理戸数を維持し、「新居浜市公営住宅等長寿命化計画」等により計画的

な耐震診断、補強工事等を行い、住宅のセーフティネットとしての機能を高めるとともに、

安全性の確保を行う。 

２ 事業年度 

     平成２３年度～３１年度 

  ３ 事業概要 

旧耐震基準で建設された市営住宅のうち、耐震一次診断で、より精密な診断が必要と判定

された住宅の耐震二次診断及び耐震補強設計を行う。 

また平成２４年度に耐震補強設計を行った住宅について耐震補強工事を行う。 

４ ２５年度の事業内容 

（１）委託料  耐震診断及び耐震補強設計業務委託  １１，７５５千円 

・瀬戸団地、南小松原団地（7-4号棟・7-5号棟）     

（２）工事費  耐震補強工事              １４４，０００千円 

        ・東田団地（1号棟・2号棟）、南小松原団地（7-3号棟） 
５ 財源内訳 

（１）国   50％   77,877千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）市債 100％  73,900千円（公営住宅建設事業債） 

（３）一財          3,978千円 

 

（公）公営住宅建替推進事業（建設部 建築住宅課） 

３５，２４１千円 

１ 事業目的 

新居浜市の公営住宅の適正な管理戸数を維持するために、老朽化した住宅施設の計画的な

建て替えを推進し、居住者の安全性を確保するとともに、バリアフリー性能の向上等、共住

環境の整備を図る。 

 ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

新居浜市公営住宅等長寿命化計画に沿い、老朽化の著しい市営住宅の建て替えを行うため

の実施設計委託、解体工事等を行う。 

４ ２５年度の事業内容 

   南小松原団地９－１号棟（２４戸） 

（１）実施設計  ２１，０７４千円 

（２）解体工事  １２，６２７千円 

（３）移転補償   １，５４０千円 

５ 財源内訳 

（１）国   50％   17,449千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）市債  100％  17,400千円（公営住宅建設事業債） 

（３）一財              392千円 
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◎公園・緑地の整備 

（公）都市公園整備事業（建設部 都市計画課） 

１９２，１００千円 （412,558千円） 

１ 事業目的 

良好な都市環境を創出し、スポーツ・レクレーションなどの市民活動の場であり、避難

地など災害拠点の場として活用できる都市公園を整備する。 

  ２ 事業年度 

     平成２３年度～平成２６年度 

  ３ 事業概要 

神郷公園の整備を図るため、公園用地を購入し、造成工事を実施する。 

藤田家より提供された旧藤田邸跡地を岡城館歴史公園として整備する。 

４ ２５年度の事業内容 

（１）用地費 神郷公園用地         １０７，５００千円 

（２）補償費 工作物等移転補償        １，０００千円 

（３）工事費 神郷公園造成工事       ３０，０００千円 

       旧藤田邸跡地整備       ５１，５００千円 

（４）事務費                              ２，１００千円 

５ 財源内訳   

（１）国   50％外    51,000千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）市債  90％    79,000千円（公共事業等債） 

90％    46,100千円（地域活性化事業債） 

（３）一財       16,000千円 

 

（公）公園長寿命化対策事業（建設部 都市計画課） 

３０，０００千円  

１ 事業目的 

都市公園における公園施設について、安全性の確保及びライフサイクルコスト縮減の観

点から、予防保全的管理による長寿命化対策を含めた計画的な改築等に係る取り組みを進

め、もって公園施設の更新需要への効果的・効率的な対応を通じたストックの有効活用を

図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

滝の宮公園、新居浜公園については、整備から年数が経過し、トイレ等の各施設も老

朽化していることから、改修を行う。 

４ ２５年度の事業内容 

（１）測量設計委託料 滝の宮公園、新居浜公園        ５，０００千円 

（２）工事費     滝の宮公園第１駐車場周辺改修工事  ２５，０００千円 

           （便所・駐車場・園路等） 

５ 財源内訳   

（１）国   50％      15,000千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）一財       15,000千円 
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◎港湾の整備 

 

（施） 臨海工業用地造成事業（企画部 港湾管理課） （新規） 

７，０００千円 

１ 事業目的 

臨海部に大規模事業所の立地及びその協力会社の集積が望まれており、臨海部に新たな工

業用地を確保するため、港湾計画に工業用地等を位置づけ、工業用地等の造成を推進すると

ともに、公共事業に伴い発生する建設発生土及び河川、海の浚渫土砂の円滑な処分を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

     港湾計画の軽易な変更を行い、工業用地等の位置付けを行う。 

４ ２５年度の事業内容 

    （１）委託料  ７，０００千円 

 

（公） 海岸（補修）事業（企画部 港湾管理課） （新規） 

３，０００千円 

    新居浜港務局が実施する港湾整備事業費のうち、一般財源分について負担する。 

事業名 事業費 国費 県費 一財 

海岸（補修）事業 9,000 4,500 1,500 3,000 

 ※以下港務局ベースの事業費 

   ◆海岸（補修）事業  ９，０００千円 

１ 事業目的 

建設後約５０年が経過し老朽化が進んでいる中須賀護岸について、護岸崩壊による浸水地

域を防護し、危険を未然に防止することで、地域住民の安全・安心の暮らしを守る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度～平成２９年度 

  ３ 事業概要 

     護岸改良 Ｌ＝６６ｍ 

     事業費  ６６，０００千円 

４ ２５年度の事業内容 

    （１）実施設計委託料 ３，０００千円 

  ５ 財源内訳   

（１）国  50％    4,500千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）県      1,500千円 

（３）一財         3,000千円 
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フィールド２ 環境調和 

～地域に優しい、地球にやさしい暮らしの実現～ 

◎地球環境の保全 

（単）太陽光発電推進事業（環境部 環境保全課） 

４３，２００千円（64,800千円） 

１ 事業目的 

     地球温暖化防止及び環境保全意識の高揚を図り、住宅用太陽光発電システムの普及を拡大

するため、太陽光発電システムの設置に対し補助を行う。 

２ 事業年度 

     平成２５年度 

３ ２４年度の事業内容 

     国（Ｊ―ＰＥＣ）の補助を受けた住宅用太陽光発電システム設置者に、太陽電池モジュー

ルの最大出力に３万円を乗じた金額（上限１２万円）を補助する。 

           補助金   43,200千円 

４ 財源内訳 

    （１）県 1/3  14,400千円  

    （２）一財   28,800千円 

 

◎生活環境の保全 

（単）衛生センター施設整備事業（環境部 環境施設課）（拡充） 

１２４，５６４千円 （37,810千円）  

１ 事業目的 

     施設建設後２３年が経過し、建物、機械設備の老朽化が著しいため、安定的な施設維持及

び延命化を図る。 

  ２ 事業概要 

建物については予防保全工事として、屋上・外壁等の改修工事を行う。 

機械設備については、定期点検整備工事を行い安定的な維持管理を行うとともに、基幹的

な設備を含め、計画的な改修を行う。 

３ 事業年度 

     平成２５年度 

４ ２５年度の事業内容 

    （１）工事費       １２４，５６４千円 

        処理棟外壁改修工事  ３９，４６８千円 

        処理棟屋上防水工事  ３７，２８６千円 

        定期点検整備工事   ３７，８１０千円 

電気計装設備改修   １０，０００千円 

５ 財源内訳 

    （１）繰入金  76,754千円 （公共施設整備基金） 

    （２）一財   47,810千円 
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◎ごみ減量の推進 

 

（施）清掃センター廃棄物処理委託費（環境部 環境施設課） 

３２９，２３０千円 （287,572千円）  

１ 事業目的 

  清掃センターより排出される焼却灰を適切に最終処分する。 

また、清掃センターに保管している高濃度ＰＣＢ廃棄物を日本環境安全事業株式会社北九

州事業所において処理する。 

２ 事業年度 

  平成２５年度  

３ ２５年度の事業内容 

     ・主灰処理  ４，２００ｔ  １８０，５２１千円 

     ・飛灰処理    ８５０ｔ  １０４，０６６千円  

     ・ＰＣＢ廃棄物処理       ４４，６４３千円 

 

（施）ごみ減量化推進費（環境部 ごみ減量課）（拡充） 

４，０６２千円 （1,982千円）  

１ 事業目的 

ごみの発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）によるごみの減量を図り、再資源化（リ

サイクル）を推進するため、生ごみや使用済み天ぷら油、衣類等の資源化、レジ袋削減等、

市民、事業者による取り組みを支援する。 

２ 事業年度 

  平成２５年度  

３ 事業の概要 

（１）生ごみたい肥化に対する支援 

・生ごみ処理容器購入補助、生ごみ減量講習を実施する。 

・地域で生ごみのたい肥化を実践し、たい肥を地域の環境整備に活用する。たい肥化は、

地元の竹パウダーを用いた段ボールコンポストを利用すし、事業完了後は、事例発表を

含めた生ごみ減量講演会を開催する。 

（２）レジ袋に対する支援 

マイバックキャンペーン等で配布するアメニティグッズ、チラシを作成する。 

（３）使用済み天ぷら油、衣類については、有価物として売却し、天ぷら油はバイオディー

ゼル燃料へ、衣類は、布類のリサイクル品、もしくはリユース衣料として再資源化する。 

４ ２５年度の事業内容 

・生ごみたい肥化に対する支援 ３，７６０千円 

  電気式生ごみ処理機等補助       1,160千円 

生ごみたい肥地域環境整備モデル事業  2,000千円 

生ごみ減量講習等            600千円 

・レジ袋削減に対する支援     ３０２千円 

５ 財源内訳 

    （１）繰入金   2,902千円 （環境保全基金） 

    （２）一財    1,160千円 
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◎下水道施設の整備 

（施）公共下水道事業特別会計繰出金（環境部 下水道管理課） 

１３４，０４８千円（98,800千円） 

※以下特別会計ベースの事業費 

◆管渠等建設事業費 ７３６，０００千円（654,000千円）（下水道建設課）  

１ 事業目的 

安全で快適な生活環境の創出に向け、下水道の整備を促進することにより、生活環境の改

善及び公共水域の水質保全を図ると共に、浸水被害の解消を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２３年度～平成２９年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

    （１）工事費                  ６５２，０００千円 

     ・汚水幹線  A=12.56ha L=2,086m （310,000千円） 

        ・汚水促進  A=5.02ha L=  916m  （ 50,000千円） 

         下郷汚染幹線、滝の宮汚水枝線他 

           平成25年度末普及率目標 59.7% 

          ・雨水幹線 A= 7.65ha L=1,002m （290,000千円） 

          ・雨水促進  A= 0.01ha L=  10m （  2,000千円） 

          江の口1号・2号雨水幹線、上泉雨水幹線他 

    （２）委託料（実施設計委託）           ６０，０００千円 

    （３）事務費                   ２４，０００千円 

  ４ 財源内訳 

（１）国 50％   356,000千円 

（２）市債 90％  342,000千円［交付税算入率37％］ 

（３）受益者負担金  35,300千円 

（４）一財       2,700千円 

 

◆単独下水道事業費 ８８５，９４８千円（865,000千円）（下水道建設課）  

１ 事業目的 

雨水の排除と汚水の処理により、生活環境の改善及び公共水域の水質保全を図ると共に、

浸水被害の解消を図るため雨水・汚水の面整備を行う。 

  ２ 事業年度 

     平成２３年度～平成２９年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

（１）工事費                 ５５９，２００千円 

・汚水整備 A=22.39ha L=5,798m  （434,200千円） 

・雨水整備  A= 2.18ha L=  588m  （107,000千円）  

・汚水桝(区域外)及び付帯施設整備等（ 18,000千円）        

           平成25年度末普及率目標 59.7% 

    （２）補償費（新居浜市上水道移設等）     １５０，０００千円 

    （３）用地費（雨水ポンプ場用地Ａ＝640㎡）    ２０，０００千円 

（４）委託料（実施設計委託、現場技術業務委託）１１０，０００千円             

（５）事務費                   ４６，７４８千円 
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  ４ 財源内訳 

（１）市債 95％     805,200千円※市債対象事業費847,643千円［交付税算入率37％］ 

（２）一財            80,748千円 

 

◆管渠等改築事業 ２０，０００千円 (29,000千円）（下水道建設課）  

１ 事業目的 

重要な幹線等のうち、処理場に直結する川西汚水幹線の耐震化を図るため、調査設計を実

施する。 

また、老朽化する管渠施設等を計画的に改築更新できるように、施設のデータベース化を

実施する。 

  ２ 事業年度 

     平成２３年度～平成２９年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

（１）委託料                 ２０，０００千円             

     耐震化調査設計  L=200m （10,000千円） 

        データベース構築 L=15km （10,000千円） 

  ４ 財源内訳 

（１）国 50％       10,000千円 

（２）市債 90%      4,500千円※市債対象事業費5,000千円［交付税算入率37％］ 

（３）一財             5,500千円 

 

  ◆終末処理場改築事業 ３６６，５００千円（315,500千円）（下水道管理課 下水処理場） 

  １ 事業目的 

下水処理場は、昭和５５年の供用開始後３４年目を迎え、当初からの運転で老朽化し耐用

年数を超えた施設の機能回復を図るため、これらの現有設備を計画的に改築更新する。平成

２５年度は、昨年度に着手した水処理監視制御設備に引き続き、新たに平成２５、２６年度

の２か年の継続事業として高圧受変電設備の改築工事を実施する。 

   ２ 事業年度 

      平成２４年度～平成２９年度 

   ３ ２５年度の事業内容 

     （１）委託料（下水道事業団委託）     ３６３，０００千円 

            ・水処理監視制御設備 （138,000千円） 

        電気設備工事         [H24～25年度継続事業] 

      ・高圧受変電設備   （215,000千円） 

電気設備工事                [H25～26年度継続事業]     

            ・改築実施設計     （10,000千円） 

        水処理計装設備 

     （２）事務費                 ３，５００千円 

   ４ 財源内訳 

    （１）国 50％、 55％   194,900千円 

（２）市債 90％     154,300千円［交付税算入率37％］ 

（３）一財               17,300千円 
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（単）一般下水路整備事業（環境部 下水道建設課） 

９０，０００千円（110,000千円） 

１ 事業目的 

安全で快適な生活環境の創出に向け、排水路の整備を促進することにより、生活環境の改

善及び水質保全を図るとともに浸水被害の解消を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度        

  ３ ２５年度の事業内容 

    （１）工事請負費   

船木排水路改良工事外４件L=320 m      ５８，０００千円  

    （２）委託料 

山田町排水路設計業務委託外          ３，０００千円               

        清掃等委託料                         ８，０００千円 

    （３）用地費 

        船木排水路改良工事（Ａ＝182㎡）      ５，０００千円 

（４）補償費                             ４，０００千円 

（５）施設修繕料   水路、ﾏﾝﾎｰﾙ等の修繕         ９，０００千円 

（６）事務費                            ３，０００千円 
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◎安心で安全な水道事業の推進 

 

（単）別子山地区飲料水供給施設整備事業（経済部 別子山支所）（新市建設計画） 

２８０，２３０千円（135,700千円） 

１ 事業目的 

別子山地域では、豊かな渓流水を飲料水として利用してきたが、大雨や台風時の増水、冬

期の凍結、渇水等による断水や水の濁りにより、常に飲料水の確保に苦慮してきたところで

ある。これまでも飲料水の安定供給を図るため、施設整備等に努めてきたが、根本的な解決

には至っていない状況にある。 

また、近年、水の安全性に対する認識の高まりとともに、地域の著しい高齢化に対応する

ため、給水施設の拡充整備を実施し、安全・安心・安定した飲料水の供給を図る。 

  ２ 全体計画 

     事業年度     平成２１年度～平成２５年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

    （１）工事請負費              ２８０，２３０千円 

一式（弟地、保土野給水施設等）               

４ 財源内訳 

（１）市債100％    280,200千円（過疎債）［交付税算入率70％］ 

        （２）別子山振興基金     30千円 

 

 

（施）別子山水道給水事業費（経済部 別子山支所）（新規）（新市建設計画） 

３，６８４千円 

１ 事業目的 

別子山地域内において整備が進められてきた飲料水施設の内、３給水施設（成給水施設、

瓜生野給水施設、小美野・肉淵給水施設）が完成したことから、水道施設の利用者に安全な

飲料水を安定して供給できるよう、適切な維持管理を図る。 

  ２ 全体計画 

     事業年度  平成２５年度～ 

  ３ ２５年度の事業内容 

     維持管理対象施設の適正な運用に必要な経費 

     ・水道検査費用         ４６７千円 

・管理業務委託料      １，８９１千円 

・施設用電気代         ２３２千円 

・滅菌用塩素剤購入費用等  １，０９４千円 

４ 財源内訳 

（１）水道利用料     ８３１千円   

        （２）合併振興基金  ２，８５３千円 
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フィールド３ 経済活力 

～持続的発展が可能な、活力ある産業活動の実現～ 

 

◎工業の振興 

 
（施）地場産業育成費（経済部 商工労政課）（拡充） 

１２，９７２千円（4,791 千円） 

１ 事業目的 

ものづくり産業を支える本市中小企業が抱える諸問題を解決し、継続的に発展で

きる地場産業の活性化を図る。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容 

（１）新居浜ものづくりブランド創出・支援等事業（６，４４９千円） 

（仮称）新居浜ものづくり創出・認定委員会を設置し、事業所が持つ製品・

技術をものづくりブランドとして認定し、販路開拓や受注開拓の具体的な支

援策を検討する。 

   平成２５年度は、販路開拓に向けたパンフレットの作成、展示会等への積

極的な参加を行う。併せて、委員会において、新たなものづくりブランド創

出のための検討を行う。 

（２）中小企業新事業展開支援事業（５，５２３千円） 

新事業への展開を考えている事業所への訪問、聞き取り、知的財産に係る

相談、セミナー等の開催を通じて、新事業への転換が図れるよう支援を行う。 

（３）地場産業持続的発展推進事業補助金（１，０００千円） 

新居浜機械産業協同組合が実施する受注開拓事業、人材育成事業等に対し

助成することにより、地場産業界及び本市産業の活性化を図る。 
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◎農業の振興 

 
（単）市単独土地改良事業（経済部 農地整備課） 

４０，０００千円（40,000 千円） 

１ 事業目的 

本事業は、受益面積 5.0ha 未満及び県単独土地改良事業の適用を受けない農道及

び、かんがい排水施設等の整備を行うものであり、地域に応じた効果的・公益的な

生産基盤の整備を推進し、農業生産の安定化を図ってきたところである。 

今年度の事業内容は、前年度と同様に各土地改良区からの要望事項の中から緊急

性の高いものを整備する予定である。 

２ 事業年度 

平成２５年度        

３ ２５度の事業内容 

（１）補助金       ３８，０００千円 

水路改良等 

（２）原材料費       ２，０００千円 

 

（単）農道維持管理事業（経済部 農地整備課） 

２０，０００千円（20,000 千円） 

１ 事業目的 

本事業は、農業用施設の改修及び補修を行うものであり、施設の機能低下の防止、

延命化又は事故等の未然防止を図るものである。 

事業内容は、前年度と同様に土地改良区、自治会又は市民の方々の要望事項の中

から緊急性の高いものを速やかに実施する予定である。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容 

（１）施設修繕料            ７，０００千円 

（２）委託料   浚渫委託料     ２，０００千円 

道路管理委託料     １，０００千円 

測量委託料等    ２，５００千円 

（３）工事費              ７，０００千円 

（４）用地費               ５００千円 
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（施）有害鳥獣駆除費（経済部 農林水産課） 

１,７５０千円（1,550 千円） 

１ 事業目的 

山林に生息する鳥獣（イノシシ等）が、人家付近及び田畑へ出没を繰り返し、水

稲等の農作物に被害を与えている。新居浜市では「新居浜市鳥獣被害防止計画」に

基づき、適正かつ継続して有害鳥獣駆除に取り組むことにより、農作物被害の軽減

を図るとともに、地域住民の安全を確保する。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容 

（１）報償費        １，６７０千円 

・捕獲奨励  イノシシ・サル・シカを捕獲した市内３猟友会に対して、

１頭１万円 

・緊急対応  市街地に出没したイノシシの捕獲及び追い払いを行った

猟友会員に対する報償費 

（２）消耗品費          ８０千円 

・注意喚起看板 捕獲用網等 

４ 財源内訳 

（１）県     400 千円 

（２）一財   1,350 千円 

 

（施）農村地域整備開発促進費（経済部 農林水産課）（拡充） 

８，６８３千円（450 千円） 

１ 事業目的 

農業従事者の高齢化の進行や農業担い手不足、耕作放棄地面積の高止まり等、本

市農業の抱える諸問題に対応するため、認定農業者及び認定指向者を地域農業の担

い手として位置づけ、効率的かつ安定的な農業経営体の確保・育成を図るとともに、

遊休農地の活用に努める。 

また、若い担い手の確保・育成のため、青年就農給付金事業を実施し、不安定な

就農直後の経営安定を図ることにより、農業への定着を目指す。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

     （１）農業担い手等対象パソコン研修会等  １００千円 

（２）遊休農地での景観形成        ２２８千円 

（３）農業先進地視察           １０５千円 

（４）青年就農給付金事業       ８，２５０千円 

    原則４５歳未満の要件を満たした青年就農者に対し、年間に個人の場

合１５０万円、夫婦の場合２２５万円を最長５年間支給し、若い担い手

の確保・育成を図る。 

４ 財源内訳 

（１）県    8,250 千円 

（２）一財    433 千円 
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◎林業の振興 

 
（施）木質バイオマス間伐材安定供給整備事業費（経済部 農林水産課）（新規） 

５，０００千円 

１ 事業目的 

   住友共同電力株式会社が実施する木質バイオマス発電事業において利用する間

伐材等を安定的に供給する体制を構築することにより、石油消費量の節約による

ＣО²排出量の削減と、地域の間伐材等の活用促進による森林整備の推進により、

二酸化炭素吸収源を確保するなど、地球温暖化防止等森林の持つ公益的機能の高

度発揮を図る。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

  ３ 事業概要 

     住友共同電力株式会社と住友林業フォレストサービス株式会社が締結している

間伐材等安定取引協定に基づく間伐材等の取引について、運搬コストの上昇が事

業主体の負担となり、木質バイオマス発電事業に支障となっていることから、間

伐材等の安定的な供給を促進するために、市が積極的に関与し、運搬経費に対し

て支援を行う。 

４ ２５年度の事業内容 

  間伐材等安定取引協定に基づき運搬費に対する補助 

    運搬コスト 1 トン当たり３，０００円（当初計画）を超える部分の２分の１

を補助する。ただし、平成２３年度実績による運搬コストは、３，８００円で

あったため、４００円（差額８００円の１／２）を上限とする。 

（１）補助金   ５，０００千円 

目標取引量（協定）１２，５００トン×４００円 

４ 財源内訳 

（１）繰入金    5,000 千円（環境保全基金） 

 

◎観光・物産の振興 

 
（施）観光宣伝推進費（経済部 運輸観光課）（拡充） 

８，４６１千円（3,323 千円） 

１ 事業目的 

観光パンフレットやポスター等により、産業遺産や新居浜太鼓祭り等の本市の観

光資源を積極的に宣伝し、観光客の誘致促進を図り、交流人口の増加による地域経

済の活性化を推進する。 

また、市内の観光施設、特産品等の観光素材を組み合わせた着地型旅行商品の企

画、造成、観光関係者を対象とした勉強会の開催、県が主導する「市町連携フェア」

への参加等により、観光と物産のブランド力の向上を図る。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容   

（１）太鼓祭り・観光パンフレット製作等     １，９７３千円 

（２）「市町連携フェア」物品、旅費等        ７４６千円 

（３）着地型旅行商品造成事業委託        ５，３５５千円 

（４）その他観光事務費               ３８７千円 
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◎運輸交通体系の整備 
    

（施）デマンドタクシー導入事業費（経済部 運輸観光課） 

７，７２５千円（17,216 千円） 

１ 事業目的 

平成２０年度に策定した都市交通計画では、バス交通空白地域へ新たな公共交通

を随時導入し、高齢社会に対応し、交通弱者のための市内公共交通体系を確保す

ることを目指すこととしている。そのため、平成２３年１月から実施しているデ

マンドタクシーの試験運行を引き続き、平成２５年９月までの６か月間実施する。 

なお、１０月以降も本格運行としての運行を継続するかどうかは、現在検討中で

あり、３月中を目途に方針を決定する。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容 

（１）負担金                        ７，７２５千円 

・実施主体  新居浜市地域公共交通活性化協議会 

・運行エリア及び利用対象地域 

川東エリア（荷内・阿島地域）、 

上部東エリア（船木地域） 

上部西エリア（大生院・萩生地域）  

・運行日・運行時間 

週５日（土・日・祝日は運休）の午前９時から午後４時まで 

毎時００分発（一日８便） 

４ 財源内訳 

（１）雑入     3,865 千円（事業者への国庫補助、利用料収入） 

（２）一財      3,860 千円 
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◎雇用環境の整備・充実 

 
（施）緊急雇用創出事業費  

６０，９４３千円 

１ 事業目的 

現下の厳しい雇用情勢に対処するため、各種緊急雇用創出事業を行う。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ 事業概要 

各種緊急雇用創出事業により２３人の新規雇用を確保する。 

４ ２５年度の事業内容 

 

事  業  名 
雇用 

人数 

事業費 

(千円) 
担 当 課 

地域包括支援センター事務補助事業費 １ 2,388 介護福祉課 

特定健康診査受診勧奨事業費 ２ 4,847 国保課 

がん予防及び予防接種啓発等事業費 ２ 4,320 保健ｾﾝﾀｰ 

業務継続計画作成事業費 １ 2,030 防災安全課 

中間的就労活用による自立支援事業費 ３ 11,301 商工労政課 

ものづくり人材育成ニーズ調査事業費 ２ 9,763 商工労政課 

就業困難者就業支援事業費 ２ 2,875 商工労政課 

環境配慮商店街づくり支援事業費 ２ 2,696 商工労政課 

東平産業遺産観光案内事業費 ３ 4,930 運輸観光課 

荒廃竹林環境保全整備事業費 ５ 15,793 農林水産課 

合     計 ２３ 60,943  

５ 財源内訳 

（１）県  100％   60,943 千円  
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フィールド４ 健康福祉 

～誰もが健康で、生きがいと安心感のある暮らしの実現～ 

◎健康づくりと医療体制の充実 

（施）母子保健推進費（福祉部 保健センター）（拡充） 

１２１，２９２千円（128,039千円） 

１ 事業目的 

母子保健法及び新居浜市次世代育成支援行動計画に基づき、安心して子どもを産み育てる社

会環境の実現に向けて、安全な妊娠・出産の確保と育児不安の軽減、子どもの疾病予防や発達

障がい等の早期発見、早期支援を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

（１）母子健康手帳等            ２４６千円 

（２）乳児健康相談             ８１１千円 

（３）１歳６か月児・３歳児健康診査   ６，５６３千円 

（４）妊婦・乳児一般健康診査     ８７，６８２千円 

（５）経過観察児フォローアップ     １，０２１千円 

（６）両親学級・育児学級          １６９千円 

（７）特定不妊治療助成事業       ２，５００千円 

（８）育児支援家庭訪問事業      １１，９３３千円 

（９）産科医等確保支援事業       ７，６６７千円 

（１０）妊婦一般健康診査事業補助金   １，８００千円 

（１１）妊婦歯科健診事業          ９００千円（新規） 

  ４ 財源内訳 

    （１）国 1/2   5,118千円（子育て支援交付金） 

    （２）県 1/3      3,833千円（産科医等確保支援事業補助金） 

    （３）一財       112,341千円 

 

◎地域福祉の充実 

（単）総合福祉センター整備事業（福祉部 地域福祉課） 

     ７，８６５千円（2,896千円） 

１ 事業目的 

福祉活動の拠点施設として建設された総合福祉センター本館（平成８年完成）及び別子山分

館（平成５年完成）の適正管理と施設機能の維持向上のため、老朽箇所の改修、修繕及び利用

者のニーズに応じた施設整備を行う。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

（１）施設修繕料                         ３１５千円 

（２）施設整備工事（はげみ園改修工事等）           ７，５５０千円 
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◎児童福祉の充実 

（単）既設保育所整備事業（福祉部 児童福祉課） 

４５，４９２千円（33,077千円） 

１ 事業目的 

老朽化した公立保育所１１園の施設・設備の修繕等を行うことにより、保育環境の整備充実

を図る。 

２ 事業年度 

      平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容 

（１）保育園改修工事（施設保全計画）           ３４，６５２千円 

  垣生保育園屋上防水工事、垣生・角野・金子保育園外壁改修工事       

（２）公立保育所遊器具修繕等                  ９９８千円 

（３）公立保育所遊具点検委託料                 １５０千円 

（４）公立保育所焼却炉撤去委託料              ２，７６０千円 

（５）公立保育所管理委託料                   ３００千円 

（６）備品更新 エアコン（施設保全計画）、厨房機器更新   ６，３３８千円 

（７）消火器更新                           ２９４千円 

    ４ 財源内訳 

    （１）繰入金   39,990千円（公共施設整備基金） 

    （２）一財     5,502千円 

 

（単）公立保育所建設事業（福祉部 児童福祉課） 
１６，５５０千円（434,320千円） 

１ 事業目的 

平成２４年度において若水乳児園及び若宮保育園を統合し、若宮小学校用地へ新若宮保育園

の建て替えを行ったことから、旧若水乳児園園舎及び旧若宮保育園園舎の取り壊しを行う。 

旧若宮保育園跡地については、若宮小学校教職員及び若宮保育園職員等が使用する駐車場と

して整備するほか、地域住民が利用できる多目的スペースとして有効活用する。 

旧若水乳児園跡地については、更地にした上で売却することとしている。 

・旧若宮保育園敷地面積  ２，７９８㎡ 

 ・旧若水乳児園敷地面積  １，８７１㎡ 

２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

    （１）若水乳児園解体工事           ５，１７５千円 

    （２）若宮保育園解体工事           １，９４４千円 

（３）若宮保育園跡地整備工事（駐車場整備外） ９，４３１千円 

合  計          １６，５５０千円 
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（施）子ども医療助成費（福祉部 児童福祉課）（新規） 

１６，３５５千円 

  １ 事業目的 

現在、乳幼児医療費助成制度により、小学校就学前までの入院・外来にかかる医療費につい

て助成を行っているが、子どもの保健福祉の増進と医療費負担の軽減による子育て支援の拡充

を図るため、平成２５年４月診療分より助成対象を拡大し、新たに中学校修了前までの子ども

の入院にかかる医療費を助成する。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

     ・助成対象 

       中学校修了前（15歳に達する日以後の最初の3月31日）までの子どもの保護者 

     ・対象となる子どもの数 

       小学生 約6,900人 

       中学生 約3,500人 

     ・助成方法 

       助成対象者の申請による償還払い 

  ４ ２５年度の事業内容 

     ・小学生入院医療費 １１，１６７千円  

   ・中学生入院医療費  ５，１８８千円 

 

 

（施）放課後児童対策費（教育委員会事務局 社会教育課）（拡充） 

８９，６２９千円(87,651千円) 

１ 事業目的 

就労または疾病等のため、昼間家庭で児童を監護することの出来ない保護者が、放課後安心

して預けられるような児童の居場所づくりに努める。 

 ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

（１）放課後児童クラブ運営事業      直営22クラブ   ８２，３３６千円 

    新たに平成２５年度の夏休みから、長期休暇に限り４年生まで受け入れる。 

（２）放課後児童クラブ運営補助事業 

 ・民間放課後児童クラブ「ともだちパーク」への運営補助  ３，２００千円 

（３）放課後児童クラブ障がい児対策事業費  

・障がい児受け入れに対する指導員加配  ４，０９３千円 

４ 財源内訳 

    （１）県 2/3        32,812千円 

    （２）諸収入        34,474千円（実費徴収金） 

    （３）一財          22,343千円 
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（施）定住人口拡大促進費（企画部 総合政策課）（新規） 

２８，０９２千円 

１ 事業目的 

第五次長期総合計画において、平成32年に人口12万人を維持することを目標に掲げている

が、少子高齢化により、急速に幼年人口、生産年齢人口が減少することが予想されている。 

人はまちの活力そのものであり、今後都市間競争を勝ち抜いていくためには、定住人口拡大（維

持）のための施策に取り組む必要があることから、新居浜市への転入世帯の増加を目的として、

新たに住宅を取得し、市外から転入した子育て世帯を対象に、住宅取得に係る補助事業を実施

する。 

 ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

子育て世代（４０歳以下）の定住を促進するため、平成２５年度からの３年間に限り、住宅

を新築、又は購入して市外から転入した世帯を対象に、 

①住宅取得費用の１／１０を補助する。（最大５０万円） 

②中学生以下の子どもがいれば、１人あたり１０万円を上乗せする。（最大５０万円） 

①、②をあわせ、最大１００万円を補助する。 

・申請予定件数 ４０件（２５年度） 

・補助要件 

（１）平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までに、市内に住宅を新築、または購

入する４０歳以下の方（建売住宅、マンション等含む。中古物件除く。） 

（２）上記期間に本市に転入し、転入前１年間に本市に住民登録のない方 

（３）市税等の滞納がない方 

（４）取得した住宅に５年以上定住することを誓約する方 
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◎障がい者福祉の充実 

 

（単）くすのき園整備事業（福祉部 地域福祉課） 

 １８，５５０千円（1,470千円） 

１ 事業目的 

くすのき園は、平成１６年４月から指定管理者制度を導入し、社会福祉法人わかば会が指定

管理者として施設の管理運営を行っている。この間、指定管理者による安定した管理運営が出

来ていること、介護報酬による運営費安定確保の見通しが図られたこと、築後１９年が経過し

て老朽化が進んでいる施設・設備の改修整備費用の削減等を目的として、平成２６年３月末で

公の施設を廃止し、民間移管を行う。 

この移管にあたっての条件整備として、建物の点検及び補修を行う。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

     くすのき園改修工事 １８，５５０千円 

      屋上防水工事、外壁補修工事、多目的ホール改修工事（蛍光灯器具更新外） 

      各棟洗面所、トイレ補修、食堂扉更新、玄関前タイル張替 

       旧作業棟蛍光灯器具更新  外 

      

（施）障害者自立支援給付費（福祉部 地域福祉課） 

１，４９２，２１４千円（1,360,954千円） 

１ 事業目的 

障害者総合支援法（旧自立支援法）による介護給付費等について、一元的に予算執行するこ

とにより、障がいの種別にかかわらず、必要とする各障害福祉サービスを利用出来るようにし、

障がいのある方が地域で自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、総合的に支

援を行う。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

【扶助費】 ・介護・訓練等給付費     １，２４１，６９１千円 

       ・補装具費             １７，５４５千円 

       ・特定障害者特別給付費       ２８，８９６千円 

       ・自立支援医療（更生医療）    １６１，８６４千円 

       ・自立支援医療（育成医療）      ２，７３８千円 

・相談支援給付費          １７，０４３千円 

・療養介護医療費          １５，７５３千円 

          扶助費合計       １，４８５，５３０千円 

【自立支援給付の支給に関する事務費】 

   委員報酬、障がい害程度区分認定調査委託料等  ６，６８４千円 

４ 財源内訳 

（１）国 1/2   744,725千円（自立支援給付費負担金、審査会等事務費補助金） 

（２）県 1/4   371,382千円（自立支援給付費負担金） 

（３）一財    376,107千円 
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（施）地域生活支援推進費（福祉部 地域福祉課） 

８２，７７３千円（88,746千円） 

  １ 事業目的 

障がい者及び障がい児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう地域の特

性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を効率的・効果的に実施し、もって障が

い者等の福祉の増進を図るとともに、障がいの有無に関わらず市民が相互に人格と個性を尊重

し、安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的に、障害者総合支援法

（旧自立支援法）の規定に基づき、市が実施主体となった地域生活支援事業を実施する。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

（１）コミュニケーション支援事業             ３，１６５千円 

    （２）相談支援事業                   ２９，１００千円  

  （３）日中一時支援事業（タイムケア事業）        １２，２７１千円 

（４）障害者ＩＴ総合支援事業                 ４３９千円 

    （５）社会参加促進事業                  ３，９８８千円  

 （６）地域活動支援センター・小規模作業所運営事業補助金 ３０，３８４千円 

 （７）その他生活訓練事業等                ３，４２６千円 

  ４ 財源内訳 

    （１）国 1/2     14,036千円（地域生活支援事業費補助金） 

（２）県 1/4      7,017千円（地域生活支援事業費補助金） 

（３）諸収入         355千円（実費徴収金） 

（４）一財      61,365千円 

 

（施）障害児通所支援事業費（福祉部 地域福祉課）（拡充） 

７９，２８０千円（32,748千円） 

  １ 事業目的 

障がい児の療育に係るサービスのニーズは非常に高いが、サービス提供事業所が少なく、ま

たサービス自体を知らない障がい児家庭もある。本事業では、更なるニーズの掘り起こしを行

うとともに、事業所や関係実施機関との連携を取りながら、個別給付による広くきめ細かなサ

ービスの提供を行い、障がい児の適切な療育を促すとともに、保護者等が安心して子育てでき

る地域づくりの推進を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

    （１）はげみ園における児童発達支援事業         ３２，４５８千円 

    （２）障害児通所支援市外事業所利用者給付費        ６，８８８千円 

（３）市内新規事業所における放課後等デイサービス事業  ３４，１１５千円 

（４）障害児相談支援                   ５，３１３千円 

（５）通所給付費等審査に係る国保連合会審査手数料       ５０６千円 

４ 財源内訳 

    （１）国 1/2   35,859千円（通所支援給付費負担金） 

    （２）県 1/4   17,929千円（通所支援給付費負担金） 

（３）一財      25,492千円 

※平成25年度から事業名変更 

（旧事業名：障害児通園費） 
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◎高齢者福祉の充実 

（施）見守り推進員活動費（福祉部 介護福祉課） 

５，６１３千円(5,543千円) 

１ 事業目的 

地域ぐるみで独居高齢者を見守る体制を作り、見守り推進員を配置し、民生委員やふれあい

協力員と連携をして見守りが必要な独居高齢者の安否確認を行う。 

安否確認を定期的に行うことにより、独居高齢者の不測の事故、災禍の防止及び孤独感の解

消を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

     ・見守り推進員実費弁償  ４，７１０千円 

     ・連絡会費等事務費      ９０３千円 

  ４ 財源内訳 

    （１）繰入金  5,613千円（地域福祉基金） 

 

（施）介護予防一般高齢者施策事業費（福祉部 介護福祉課）【介護保険事業特別会計】 

２，５５２千円（2,374千円） 

１ 事業目的 

すべての高齢者及びその支援のための活動に関わる者を対象として、介護予防に関する活動

や基本的な知識の普及・啓発、地域住民の主体的な介護予防の活動の育成・支援を行い、高齢

者が積極的にこれらの活動に参加し、介護予防に向けた取り組みを実施する地域社会を構築す

る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

     介護予防の普及啓発に資する介護予防教室等の開催、介護予防に資する基本的な知識を普及

啓発するための講演会・相談会等の開催及びパンフレット等の作成・配布等の取組を通じて、

介護予防に関する活動の普及・啓発や地域における自発的な介護予防に資する活動の育成・支

援を行う。 

  ４ ２５年度の事業内容 

・健康介護相談看護師等賃金         ５９千円 

・介護予防ボランティア養成講座       ９１千円 

・ふれあい・いきいきサロン講師謝礼    ２４０千円 

・介護予防教室開催委託料       １，４４０千円 

・事務費等                ７２２千円 

  ５ 財源内訳 

    （１）国 1/4         638千円（地域支援事業交付金） 

（２）県 1/8         319千円（地域支援事業交付金） 

（３）その他 1/2  1,276千円（介護保険料、支払基金交付金） 

（４）繰入金 1/8     319千円（一般会計繰入金） 
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（施）介護予防特定高齢者施策事業費（福祉部 介護福祉課）（拡充）【介護保険事業特別会計】 

２７，６４８千円(12,715千円) 

１ 事業目的 

要支援・要介護状態となるおそれのある６５歳以上の高齢者（特定高齢者）を対象に生活機

能低下の早期発見・早期対応を行う。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

     要介護者及び要支援者を除く第１号被保険者を対象に、郵送等により配布・回収する基本チ

ェックリストを基に対象者を把握し、運動向上･栄養改善･口腔機能向上の３プログラムの通所

型介護予防事業と看護師の家庭訪問による訪問型介護予防事業を実施する。 

  ４ ２５年度の事業内容 

・対象者把握事業委託料          ３，４６５千円 

・未回答者訪問調査委託料         ３，４００千円 

・通所型介護予防事業委託料       １３，４９８千円 

・生活機能評価委託料             ７６０千円 

・非常勤職員報酬、臨時職員賃金等     ５，４２４千円 

・事務費等                １，１０１千円 

  ５ 財源内訳 

    （１）国 1/4        6,912千円（地域支援事業交付金） 

（２）県 1/8        3,456千円（地域支援事業交付金） 

（３）その他 1/2  13,824千円（介護保険料、支払基金交付金） 

（４）繰入金 1/8    3,456千円（一般会計繰入金） 

 

（施）新予防給付マネジメント事業費（福祉部 介護福祉課） 

８９，４１４千円(65,024千円) 

１ 事業目的 

軽度者（要支援１・２）に自立支援に向けた適切な介護予防サービスを提供し、心身の状態

の維持・改善を図ることにより、住み慣れた地域・家庭で自立した日常生活が継続できるよう

になり、生きがいや自己実現欲求の創出など、高齢者の生活の質の向上を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

     要支援１，２に認定された高齢者に適切なサービスを提供し、状態の維持・改善が図られる

よう介護予防の視点で生活機能の低下に対する根本的な課題への取り組みが利用者の主体的取

り組みを引き出すため、介護予防支援事業所の効果的な管理運営を行う。 

  ４ ２５年度の事業内容 

（１）新予防給付のプラン作成のための人件費  ３８，７９８千円 

非常勤１２名・臨時１名  

（２）介護予防支援事業所の運営管理費等     １，９９０千円 

（３）介護予防支援業務委託料         ４８，６２６千円 

  ５ 財源内訳 

（１）諸収入   76,630千円（介護予防プラン作成料） 

（２）一財      12,784千円 
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（施・経）介護保険事業特別会計繰出金（福祉部 介護福祉課） 

１，８１９，９１３千円（1,790,743千円） 

                 

１ 事業目的 

介護保険事業計画は、３年を１期として計画内容を見直す必要があり、平成２３年度に策定

した平成２４年度から平成２６年度までの第５期介護保険事業計画に基づき事業施行される

経費の市負担分として、一般会計から介護保険事業特別会計に繰り出しを行う。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要（特別会計ベースの事業費） 

（１）総務費       234,901千円 

・総務管理費（人件費等）   96,931千円 

        ・徴収費           11,939千円 

        ・介護認定審査会費         126,031千円 

（２）保険給付費   12,416,698千円 

・介護サービス等諸費   10,962,043 千円 

        ・介護予防サービス等諸費   601,020 千円 

・審査支払手数料        16,100 千円 

・高額介護サービス等費   297,535 千円 

・特定入所者介護サービス費  539,400 千円 

・特定入所者介護予防サービス費  600 千円 

    （３）諸支出金  3,050千円 

        ・償還金及び還付加算金 

   （４）地域支援事業費   180,836千円 

・介護予防事業費        30,200千円 

・包括的支援事業費       94,227千円 

・選択型地域支援事業費     56,409千円 

    （５）公債費  21,101千円 

事業費合計 12,856,586千円 
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（施・経）後期高齢者医療事業特別会計繰出金（福祉部 国保課） 

３９０，４８３千円（386,936千円） 

１ 事業目的 

後期高齢者医療制度に係る市の義務負担分及び事務費等の繰り出しを行う。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要（特別会計ベースの事業費） 

（１）総務費  51,237千円 

        一般職員５人と非常勤職員の人件費及び保険料徴収に要する事務経費等 

（２）後期高齢者医療広域連合納付金  1,513,947千円 

        ①後期高齢者医療保険料負担金の納付 

②愛媛県後期高齢者医療広域連合共通経費の納付 

        ③後期高齢者医療保険基盤安定事業費負担金等 

（３）諸支出金  3,050千円 

保険料還付金・還付加算金 

事業費合計 1,568,234千円 

  ４ 財源内訳 

（１）県 3/4  227,664千円（保険基盤安定事業費負担金） 

（２）一財   162,819千円 

 

 

（施）後期高齢者医療対策費（福祉部 国保課） 

１，２９３，４５１千円（1,272,345千円） 

１ 事業目的 

後期高齢者医療制度の適正な運営のため、保険者である愛媛県後期高齢者医療広域連合に対

し、医療給付費の１／１２を負担金として納付する。また、後期高齢者医療被保険者に対し、

はり・きゅう施術補助事業を実施する。さらに、後期高齢者の健康保持のため、広域連合から

の受託事業として、後期高齢者健康診査に係る事業を実施する。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

（１）後期高齢者医療療養給付費負担金（１／１２市負担分） 

療養給付費負担金          １，２７２，１２３千円 

（２）後期高齢者はり・きゅう施術補助事業    １４，８１１千円 

（３）後期高齢者健康診査             ６，５１７千円 

４ 財源内訳 

（１）諸収入    6,451千円（広域連合受託事業収入、療養給付費還付金） 

（２）一財   1,287,000千円 
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◎社会保障の充実 

 

（施・経）国民健康保険事業特別会計繰出金（福祉部 国保課） 

１，１３８，７８３千円（1,130,054千円） 

                 

１ 事業目的  

国民健康保険事業の適正な運営のため、一般会計から国の繰出基準に基づく繰り出しを行

う。また、国保は低所得・高医療と構造的な問題を抱えているため、別途繰出基準を設けて繰

り出しを行い、保険料負担の軽減を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

 ※以下特別会計ベースの事業費 

  ３ 事業概要 

    （１）総務費          237,819千円 

       ・総務管理費（人件費等）、徴収費等 

    （２）保険給付費       10,113,662千円 

（３）老人保健拠出金        100千円 

（４）介護納付金        664,835千円 

（５）共同事業拠出金      1,633,931千円 

（６）保健事業費         109,824千円  

（７）基金積立金           500 千円 

（８）公債費           50,000 千円 

（９）諸支出金          26,943千円 

   ・保険料還付金、還付加算金、償還金 

（１０）予備費         100,000千円 

（１１）後期高齢者支援金等   1,618,758千円 

（１２）前期高齢者納付金等    1,119千円 

事業費合計  14,557,491千円 

  ４ 財源内訳 

（１）国 1/2      43,150千円（保険者支援事業費負担金） 

（２）県 1/4、3/4  311,422千円（保険者支援事業費負担金、基盤安定事業費負担金） 

（３）一財         784,211千円 

 



 

フィールド５ 教育文化 

  ～市民の力が育まれ、次世代へ継承される社会の実現～ 

 

 37 

フィールド５ 教育文化 

～市民の力が育まれ、次世代へ継承される社会の実現～ 

◎学習活動の充実 

（公）公民館耐震補強対策事業（教育委員会事務局 社会教育課） （新規） 

１９，３１４千円 

１ 事業目的 

耐震改修促進法に基づく特定建築物及び旧耐震基準に基づく災害拠点施設、避難所につ

いては順次耐震化を行う中で、耐震化されていない公民館について、平成２７年度までに

順次耐震化を行う。 

     また、耐震化されていない公民館の中で、大規模改修の必要な公民館については、併せ

て大規模改修を行う。 

２ 事業年度 

   平成２５～２６年度 

平成２５年度に設計を行い、平成２６年度に工事を行う予定。 

３ ２５年度の事業概要 

（１） 設計委託料     １９，３１４千円 

         ・耐震化診断、耐震補強設計委託 

           口屋跡記念公民館、多喜浜公民館、大生院公民館体育館 

         ・大規模改造設計委託 

口屋跡記念公民館、多喜浜公民館 

４ 財源内訳 

（１）国 1/3      2,543千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）市債 100%   1,800千円（緊急防災・減災事業債） 

（３）一財      14,971千円 

 

（単）公民館施設環境整備事業（教育委員会事務局 社会教育課） （拡充） 

５５，８１３千円（44,282千円） 

１ 事業目的 

  住民の地域づくりの拠点としてより安全快適な施設環境を作り、市民サービスの向上を図

る。 

２ 事業年度 

   平成２５年度 

３ ２５年度の事業概要 

  （１）施設修繕料    ２，８００千円  公民館老朽・危険箇所修繕 

  （２）工事費     ４３，６８４千円 

      神郷公民館屋上防水改修工事、大生院公民館体育館屋根防水改修工事、 

      惣開・若宮・大生院公民館外壁塗装改修工事、船木公民館トイレ男女別改修工事 

  （３）委託料      ４，３７９千円 高木剪定・樹木消毒、焼却炉撤去 

  （４）備品購入費    ４，９５０千円  エアコン更新外 

４ 財源内訳 

（１）その他   40,035千円（公共施設整備基金） 

（２）一財    15,778千円 
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（単）図書館整備事業（教育委員会事務局 図書館） 

１５０，４８０千円（1,155千円） 

１ 事業目的 

   平成４年に別子銅山記念図書館が開館して以来２０年が経過し、設備の老朽化が進んで

おり、空調設備の更新や屋外の防水工事が必要な状況となっている。今回、図書館の空調

設備更新工事及び図書館北棟屋上防水工事を実施し、図書館利用者が快適かつ安全に利用

できるようにしていく。 

２ 事業年度 

   平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容 

（１）別子銅山記念図書館空調設備更新工事       １４６,８５０千円 

       （閲覧室、多目的ホール、書庫、ﾚﾌｧﾚﾝｽｺｰﾅｰ、会議室、事務室等 空調設備更新） 

（２）別子銅山記念図書館北棟（西側・東側）屋上防水工事  ３,６３０千円 

４ 財源内訳 

（１）その他   50,480千円（公共施設整備基金） 

（２）一財   100,000千円 
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◎地域づくりの推進 

（公）大島交流センター整備事業（教育委員会事務局 社会教育課）（新規） 

１１５，５０２千円 

  １ 事業目的 

現在休校中である大島小学校を廃校とし、その校舎の活用を図るため、大島小学校校舎

を（仮称）大島地域交流センターとして整備する。 

  ２ 事業年度   

     平成２５年度 

３ ２５度の事業内容 

（１）設計等委託料 １０，４９５千円 

 ・耐震診断、補強設計、改修設計委託料 

（２）工事費 １００，４３２千円 

      ・耐震補強工事、旧校舎改造工事、進入路改良工事等 

   （３）備品購入費 １，０００千円 

      ・交流センター備品一式 

   （４）負担金補助及び交付金 ３，５７５千円 

      ・庁内ＬＡＮ整備負担金 

４ 財源内訳 

（１）国 1/3     4,438千円（社会資本整備総合交付金） 

（２）市債  100%     9,200千円（緊急防災・減災事業債） 

（３）一財      101,864千円 

 

（施）地域コミュニティ再生支援事業費（教育委員会事務局 社会教育課）（新規） 

５，０００千円 

１ 事業目的 

地域社会における様々な現代的課題に対し、公民館等が課題解決のための取組を、行政

の関係部局の垣根を超え、関係諸機関等と連携・協働して実施し、地域コミュニティの再

生支援に取り組む。 

２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

文部科学省の新規補助事業である「公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラ

ム」を活用し、公民館等が地域社会における様々な課題に対し、行政の関係部局と協力し

て課題解決に取り組むことで地域コミュニティの再生を支援する。 

（１）委託料 ＠１，０００千円×５校区 

４ 財源内訳 

（１）国 10/10   5,000千円 
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◎学校教育の充実 

（単・公）小・中学校施設環境整備事業（教育委員会事務局 学校教育課）（拡充） 

１５０，９５４千円（128,986千円） 

１ 事業目的 

小・中学校の施設・設備の適正な保守及び維持管理を図り、児童・生徒が安全で快適な

教育を受けることができる環境をつくる。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ ２５年度の事業内容 

    （１）工事費     ９１，９２２千円 

        ①垣生小・浮島小体育館屋根塗装工事 

        ②浮島小体育館外壁改修工事 

        ③高津小プールフロア改修工事 

        ④大生院中体育館屋根塗装工事 

        ⑤北中運動場排水整備工事 

⑥特別教室扇風機設置工事 

        ⑦トイレ洋式化整備事業 

    （２）施設修繕料 ２８，４５０千円 

     ・老朽化による学校施設・設備等の修繕 

 （３）委託料    ２５，３１２千円 

     ①屋内運動場屋根点検及び清掃 

     ②高木剪定・樹木消毒 

     ③体育館非構造部材点検 

     ④宮西小運動場排水工事設計 

     ⑤惣開小・大生院小焼却炉撤去 

（４）備品購入費等  ５，２７０千円 

        ・船木小電話機更新、真砂土購入、消火器購入、排水路浚渫、外 

４ 財源内訳 

  （１）国 1/3       17,685千円 

（２）市債 75%     25,300千円 

（３）一財     107,969千円 

 

（公）小学校大規模改造事業（教育委員会事務局 学校教育課） 

１８６，９１６千円 

  １ 事業目的 

学校施設は、子どもたちの学習・生活の場であるとともに、地域コミュニティの中心で

あり、非常時には防災拠点の役割を果たす施設であるため、安全かつ安心な施設環境を確

保することが必要である。また、児童生徒を取り巻く社会環境の変化に伴い、時代に即し

た機能的な施設環境を確保するためにも、学校施設の大規模改修を実施する。 

  ２ 事業年度   

     平成２５年度 
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３ ２５度の事業内容 

・金栄小学校プール改築工事設計     ４，８００千円 

・泉川小学校南棟大規模改造工事設計   ７，４５７千円 

・金栄小学校プール改築工事     １７４，６５９千円 

４ 財源内訳 

（１）国 1/3    60,417千円 

（２）市債  90%    113,700千円 

（３）一財       12,799千円 

 

（施）学校図書支援推進費（教育委員会事務局 図書館）（拡充） 

１２，４５２千円（8,285千円） 

１ 事業目的 

市立図書館では、平成２０年度から学校図書館支援員４名を学校へ派遣し、学校図書館

機能である「学習情報センター」、「読書センター」の充実を図っている。 

     支援員がいることにより、調べ物や読書が活発に行われ、子どもたちの思考力・読解力・

表現力などが育ち学習意欲が向上し、確かな学力を育み「生きる力」を形成することがで

きる。 

 ２ 事業年度 

     平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容  

学校図書館を子どもたちが自主的に利用できるよう継続的な環境整備、読書指導、計画

的な学校図書館活用指導など、教職員と連携しながら授業や調べ学習を支援するため、学

校図書館支援員を４名から６名に増員し、小学校図書館に派遣する。 

（１）学校図書館支援員６名の人件費   １２，０３４千円 

       （報酬：１０,４０４千円 共済費 １,６３０千円） 

    （２）学校図書館支援員旅費          ３８２千円 

（３）消耗品費                 ３６千円 

 

（施）標準学力検査実施費（教育委員会 学校教育課）（新規） 

８，５３７千円 

１ 事業目的 

市内共通した標準学力調査を実施し、児童生徒の学力について、信頼度の高い客観的な

基礎資料を得ることにより、児童生徒個々の特長や改善点を把握するとともに、「Q－U」調

査の結果と連動させ、学力向上に向けた委員会等において分析・考察を行い、学力向上の

ための推進方策等について提言を受ける。この結果を活用し、児童生徒への個別の支援の

充実を図り、教師の指導方法の改善等を含め、全市的な確かな学力の定着と向上を目指す。 

 ２ 事業年度 

    平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容  

小学４年生～中学３年生全員を対象に標準学力調査を実施し、結果の解析を行う。 

・実施科目 小学４～６年生  （国・算） 

中学１年生     （国・数・理・社） 

中学２・３年生  （国・数・理・社・英） 
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（施）いじめ・不登校問題等対策費（教育委員会事務局 学校教育課）（拡充） 

 

１５，４３８千円（11,032千円） 

１ 事業目的 

近年、子どもたちを取り巻く社会環境が著しく変化する中で、学校や社会に適応できな

い子どもが増加しつつある。いじめ・不登校の未然防止や早期発見・早期対応、不登校児

童生徒への学習指導や相談活動、学校復帰等社会的自立に向けた効果的な支援について、

適応指導教室「あすなろ教室」を拠点として、学校、家庭、地域、関係機関等が連携し、

いじめ・不登校問題等の解消を図る。 

 ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

愛媛県いじめ・不登校等対策総合推進事業(県委託事業)の活用も含め、引き続き当該事

業を実施する。なお、平成２５年度から、小学４年生～中学３年生の児童生徒を対象に「楽

しい学校生活を送るためのアンケート調査(Ｑ-Ｕ)」を実施(１・２学期に各１回)し、学級

満足度尺度と学校生活意欲尺度の観点から、診断結果を分析・検証するとともに、児童生

徒の不登校等の未然防止やいじめの早期発見、学校(教諭等)における学級経営・授業改善

に向けた取組を行う。 

４ ２５年度の事業内容  

（１）適応指導教室相談員(４人)報酬等    ９，３９０千円 

（２）訪問相談員、カウンセリング等謝金        ７０８千円 

    （３）連絡協議会、研修会等出席旅費        ９６千円 

（４）教材、文具、学習図書等購入費        １２５千円 

    （５）いじめ調査報告書(冊子)印刷製本費     １０１千円 

（６）いじめ１１０番通話料、賠償責任保険料等  ２２１千円 

    （７）楽しい学校生活を送るためのアンケート調査(Ｑ-Ｕ)実施委託料  ４，３７４千円 

    （８）体験活動等バス借上げ、施設使用料、ＩＴ学習支援ソフト使用料等  ４１８千円 

    （９）全国適応指導教室連絡協議会費(負担金)     ５千円 

   ５ 財源内訳 

（１）県       590千円 

（２）一財   14,848千円 
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◎特別支援教育の充実 

 

（施）発達支援教育充実費（教育委員会事務局 発達支援課） 

２０，８４３千円（19,633千円） 

１ 事業目的 

巡回相談による早期発見、その後の療育専門家による発達検査、個別療育指導、早期療

育通園事業、理学療法士や心理相談員による就学相談の強化を図り、障がいや発達課題の

ある子どもたちが、家庭や地域の人たちと一緒に、より豊かに、自尊心をもって、自立し

た生活ができることを目指し、幼稚園、保育園、小学校、中学校、高等学校と連携を強化

しながら、幼児期、学齢期における早期発見、早期療育支援体制の整備充実と研修等によ

る地域理解の促進と人材育成を進める。 

 ２ 事業年度 

     平成２１年度～ 

  ３ 事業概要 

（１）発達支援教育研修事業             ８６６千円 

職員研修、保育士や幼稚園教諭、教職員を対象にスキルアップ・特別支援教育研

修講座等の実施 

（２）発達支援相談事業             ２，７６２千円 

  巡回相談、発達検査、就学相談等 

（３）地域療育推進事業            １６，００４千円 

  早期療育通園事業（育ちの教室、ことばの教室外）、ソーシャルスキル支援事業 

（４）学級担任マンパワー強化事業        １，２１１千円 

    発達障がいの理解と支援方法について、講義の他に実習・実践を通して知識、技

術を身につけ、学級担任のマンパワーの強化と専門性の確保、人材育成を図る。 

４ ２５年度の事業内容 

（１）報酬等     １４，１３４千円 

 早期療育指導員報酬（６人）等 

（２）報償費       ２，８２６千円 

相談事業（巡回相談、発達検査、就学相談）謝金等 

（３）旅費等       １，２００千円 

研修会講師旅費、発達障害早期総合支援研修旅費等 

（４）委託料       １，７３１千円 

 早期療育指導委託料、発達障がい実技講習会（トレーニングセミナー）委託料 

（５）消耗品・保険料等 ９５２千円 
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（施）小学校特別支援教育充実費（教育委員会事務局 発達支援課）（拡充） 

８７，８６８千円（62,440千円） 

１ 事業目的 

障がいや発達課題のある児童が在籍する小学校において、生活や学習上の困難を有する

児童に対し、生活上の介助や学習指導上の支援を行うために学校特別支援教育支援員を配

置し、児童や教員（担任）を支援することにより、特別な教育的支援を必要としている児

童の学習効果を高め、学校生活へのよりよい適応を図る。 

通学区域外の自閉症・情緒障がい学級に通学する児童に、その通学費の一部を補助する

ことで、特別支援教育を推進するとともに保護者の負担軽減を図る。 

 ２ 事業年度 

     平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容 

（１）学校特別支援教育支援員報酬等  ８７，４９８千円 

・浮島小肢体不自由特別支援学級指導員 ５人（月額非常勤） 

        重度肢体不自由児の日常生活介助、学級運営補助 

・学校生活介助員 ５６人（時給非常勤） 

        肢体不自由、特別支援学級在籍児童の介助、学習支援 

（新居浜２、宮西２、高津４、浮島８、惣開４、垣生４、神郷４、多喜浜２、 

泉川２、船木８、中萩６、大生院４、角野６ 予定） 

・学校支援員 １４人（月額非常勤） 新たに５人増員 

        発達障がい児等の学習支援、生活介助による学習環境の改善、学力向上、学級運

営の円滑化 

         川西ブロック（支援員４人、対象児６０人） 

川東ブロック（支援員４人、対象児６１人） 

上部ブロック（支援員６人、対象児８３人） 

（２）修学旅行、校外活動引率支援員旅費等  １０６千円 

（３）自閉症・情緒障がい児学級通学補助金  ２６４千円 

        （経済情勢等により補助金額を１キロ１０円に改定） 
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◎芸術文化の振興 

（単）市民文化センター耐震補強対策事業（教育委員会事務局 スポーツ文化課）（新規） 

１４５，９５０千円 

１ 事業目的 

平成２４年度に実施した耐震診断の結果を受けて、補強工事を実施する。 

     平成２５年度は市民文化センター別館の補強工事を実施し、翌年に大ホール関連施設の

補強工事を実施予定。 

２ 事業年度 

   平成２５年度 

３ ２５年度の事業概要 

市民文化センター別館耐震化工事  １４５，９５０千円 

     ・工事期間 ７月～２月 

     ・工事内容 ＲＣ壁増厚、柱増強工事及びそれに伴う付帯工事 

４ 財源内訳 

（１）市債 90%  131,300千円（防災対策事業債） 

（２）一財       14,650千円 

 

 

（施）総合文化施設建設推進費（企画部 総合文化施設準備室） 

９０，６５２千円（2,848千円） 

１ 事業目的 

総合文化施設の建設と並行して、事業計画や今後の館の運営計画を検討していくのにあ

たり、平成２２年度に依頼したアドバイザーの招聘を行うとともに、美術品の収集計画等

を策定するため、収集・評価委員会を開催する。 

また３月に落札予定の建設工事については、高度かつ複雑な施工を伴うため、施工監理

を委託し、円滑な工事実施を図る。 

 ２ 事業年度 

     平成２３年度～ 

 ３ ２５年度の事業の内容 

（１）アドバイザーの招聘、収集・評価委員会の開催  ２，６５２千円 

総合アドバイザー：鴻上尚史、スーパーアドバイザー：高見知佳、松久勝利、 

テクニカルアドバイザー：市橋宏、曽我部清典、吉田広ほか 計１２名 

収集・評価委員会（委員５名、３回程度開催） 

（２）施工監理業務    ８８，０００千円 

４ 財源内訳 

    （１）市債 95％        83,600千円（合併特例債）［交付税算入率70％］ 

    （２）一財        7,052千円 
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（公）総合文化施設建設事業（企画部 総合文化施設準備室）（新市建設計画） 

                                   ３，５６４，０００千円（2,699,131千円） 

 

  １ 事業目的 

新居浜駅周辺地区整備計画において、核施設となる総合文化施設を建設する。 

 ２ 事業年度 

     平成２２年度～ 

 ３ 事業の概要 

合併特例債の発行期限である平成２５年度末までの施設の完成を目指し、平成２４年度、

２５年度の２か年で施設建設を行う。 

４ ２５年度の事業内容 

美術館・小劇場・太鼓台ミュージアム・産業遺産インフォメーションの機能を有する複

合施設「新居浜市総合文化施設」を新居浜駅前地区のにぎわいづくりの核施設として建設

する。 

     継続費総額 ４，５３９，０００千円 

２４年度   ９８９，０００千円 

２５年度 ３，５５０，０００千円 

【２５年度予算内訳】 

 工事費  ３，４２０，０００千円 

 展示製作委託 １３０，０００千円 

 事務費     １４，０００千円 

５ 財源内訳 

（１）国 40％       712,840千円（社会資本整備総合交付金） 

    （２）市債 95％     1,888,800千円（合併特例債）［交付税算入率70％］ 

    （３）その他（繰入金） 857,769千円（文化振興基金繰入金） 

（４）一財        104,591千円 
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（施）笑顔輝くプロジェクト推進費（企画部 総合政策課） 

４，６４２千円（4,307千円） 

１ 事業目的 

次代を担う全国の高校生に、笑いを引き出す経験を通して、世代を超えたコミュニケー

ション能力や豊かな人間関係を築く力を身につけてもらうとともに、地域に人を結ぶ 

「笑い」と「元気」を生み出し、新居浜市が目指す「笑顔輝くまちづくり」の推進と全国

に向けた本市都市像の発信を目的とし、第３回高校生笑い日本一決定戦 『笑顔甲子園 

“絆”ｉｎ新居浜』を開催する。 

 また、「笑い」の普及と地元出場者の育成を図るため、「笑い」に関する歴史や効用、日

常生活での活用など、「笑い」文化の啓発を図るとともにプロや同世代（笑顔甲子園受賞者

等）の「笑い」の表現に触れる機会を提供する。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

（１）全国の高校生を対象としたお笑いパフォーマンスコンテスト（漫才、コント、落語

など）を開催する。 

       ＤＶＤによる予備審査を経て、上位１０グループ程度による本選を実施する。 

（２）市内学校向けに「笑いとコミュニケーション」講座（仮称）を開催する。 

  ４ ２５年度の事業内容 

（１）第３回「笑顔甲子園」開催 

       本 選 ＜世代別バトル＞ 

開催日  平成２５年８月２４日（土） 

            場 所  銅夢にいはま 

           ＜決勝バトル＞ 

            開催日  平成２５年８月２５日（日） 

            場 所  新居浜市市民文化センター大ホール 

       表 彰  グランプリ、準グランプリ、審査員特別賞に賞状とトロフィー等、また

本選出場者に参加賞 

（２）市内学校向け講座 

   ・学校行事や総合学習の時間などを活用して開催。 

・平成２５年度に３～５校程度開催予定 

・講話や演目披露等による構成 

  ５ 財源内訳 

（１）その他（諸収入） 1,000千円（市町振興協会助成金） 

（２）一財        3,642千円 
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◎スポーツの振興と競技力の向上 

（公）夜間照明施設整備事業（教育委員会事務局 社会教育課） 

２６，２５０円 

１ 事業目的 

学校開放運動場照明設備の計画的な更新（建替え）を行うことにより、市民のスポーツ

活動を促進し、健康増進に資する。 

２ 事業年度 

   平成２５年度 

３ 事業概要 

学校開放運動場照明設備は設置後、年数が経過し設備等の劣化が激しいため、計画的  

な更新を図る。 

４ ２５年度の事業内容 

（１）学校開放運動場照明設備更新工事 ２６，２５０千円 

       ・垣生小学校、角野中学校 

  ５ 財源内訳 

（１）国 1/3   8,750千円 

（２）市債 75%   13,100千円 

（３）一財      4,400千円 

 

（施）運動部活動競技力向上事業費（教育委員会 スポーツ文化課）（拡充） 

３，０００千円 

１ 事業目的 

中学校及び高校の運動部活動の競技力を向上させるため、著名な指導者等を招聘し、指

導を請う。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度        

  ３ ２５年度の事業内容 

（１） 中学生運動部活動競技力向上 １，０００千円 

        今年度はバスケットボール競技のレベルアップを図る。 

         報償費   ７３０千円（講師謝金） 

         旅 費   ２６３千円（講師招聘旅費） 

         需用費     ７千円（講師用飲料代） 

 

（２） 高校生運動部活動競技力向上（新規） ２，０００千円 

        今年度はバスケットボール、バドミントン、駅伝競技のレベルアップを図る。 

報償費 １，１７６千円（講師謝金） 

旅 費   ８０２千円（講師招聘旅費） 

需用費    ２２千円（消耗品費） 

  ４ 財源内訳 

（１）その他      1,000千円（こども夢未来基金） 

（２）一財        2,000千円 
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（施）学校スポーツ活性化事業費（教育委員会 スポーツ文化課）（新規） 

３，０００千円 

１ 事業目的 

市内にある高等学校及び高等専門学校の運動部の活性化を図るため、強化指定校に補助

金を支出する。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度        

  ３ ２５年度の事業内容 

市内の高等学校及び高等専門学校から運動部の強化事業計画から各校あたり１種目の運

動部に対し、１校上限額５００千円の補助金を支出する。 

    ＠５００千円×６校＝３，０００千円 

 

（単）国体施設整備事業（教育委員会事務局 スポーツ文化課）（新規） 

２９，４５１千円 

１ 事業目的 

平成２９年度に開催される愛媛国体において新居浜市で実施される競技会場の施設整備

を行う。 

２ 事業年度 

   平成２５年度 

３ ２５年度の事業概要 

  （１）工事費     ２６，４５１千円 

      市営野球場観覧席改修工事 

  （２）委託料      ３，０００千円 

      市営野球場観覧席改修工事測量設計委託料 

 

（単）国体関連施設整備事業（ヨット競技）（企画部 港湾管理課）（新規） 

９，３０６千円 

１ 事業目的 

平成２９年度に予定されている愛媛国体ヨット競技を開催するため、それに必要な施設

をマリンパーク新居浜に整備する。また、運営に関して必要となる施設についても仮設等

で対応する。 

２ 事業年度 

   平成２５年度 

３ 事業概要 

（１）場 所   垣生３丁目 マリンパーク新居浜内 

    （２）全体計画  艇庫建設、斜路（改良、仮設）設置工、艇置場整備工 

             駐車場整備工、浮桟橋改修工 

    （３）事業費   １９１，４７６千円 

（４）工事期間  平成２５年度～２９年度 

４ ２５年度事業内容 

斜路改良工 

国体施設レイアウト設計業務 

  ５ 財源内訳 

（１）県    4,804千円 

（２）一財   4,502千円 
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◎近代化産業遺産の保存・活用の充実 

（施）近代化産業遺産まちづくり推進費（企画部 別子銅山文化遺産課） 

                          １１，０３６千円（5,694千円） 

１ 事業目的 

今も市内に数多く残る別子銅山近代化産業遺産をまちづくりに活かすことを目的に、そ

れら貴重な産業遺産の価値を多くの人に認識してもらうため情報発信を行うとともに近代

化産業遺産の保存活用を図る。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

別子銅山産業遺産を後世に継承するとともに、情報発信を行い、近代化産業遺産まちづ

くりを推進する。 

  ４ ２５年度の事業内容 

     ◆近代化産業遺産情報発信事業 ３，２４９千円 

（１）あかがねフォトコンテスト開催 １，０１５千円 

（２）大阪パネル展（大阪歴史博物館・県大阪事務所） ３００千円 

（３）山田社宅パネル展備品   ５６６千円 

       （４）登り道から銅山峰を指し示す案内板設置  ２６３千円 

       （５）あかがねエッセイ賞作品、別子銅山案内マップ印刷  １，１０５千円 

◆近代化産業遺産保存活用事業 ７，７８７千円 

 （１）産業遺産測量（東平・端出場） ５，５９２千円 

    登録有形文化財の新たな登録に向けた基礎資料を作成する。 

      （２）山田社宅、旧端出場水力発電所管理業務等 ２，１９５千円 

 

（単）塩の学習館建設事業（教育委員会 学校教育課）（新規） 

３８，９００千円 

１ 事業目的 

新居浜市では、義務教育９か年を通して、各学校の教育課程の中で地域資源を活用した

体験型学習「ふるさと学習」を実施している。 

「ふるさと新居浜」を愛する心（郷土愛）や誇りが持てる児童生徒の育成と先人の知恵

や技術に感謝の念を深め、後世に継承・発展させる教育を推進するため、屋内塩田学習施

設「塩の学習館」を多喜浜小学校内に建設し、多喜浜塩田についての学習や塩づくり体験

学習を実施する。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度        

  ３ ２５年度の事業内容 

（１）建設工事設計   ２，０００千円 

（２）建設工事    ３５，０００千円 

（３）備品購入費    １，２８５千円 

（４）消耗品購入費     ６１５千円 

  ４ 財源内訳 

（１）県       1,850千円 

（２）市債      34,200千円（地域活性化事業債） 

（３）一財       2,850千円 
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フィールド６ 自立協働 

～多様な地域主体が自立・連携する協働型社会の実現～

◎安全安心な生活空間の形成 

 

（施）家具転倒防止等推進費（市民部 防災安全課）（新規） 

１，５００千円 

１ 事業目的 

阪神大震災による負傷者の約６０％の人が、倒れた家具や割れたガラスによるものが原

因であり、また、死傷者の約５０％が６５歳以上の高齢者であった。 

このような実態を踏まえ、大規模地震発生時の負傷者の軽減を図るため、最も手軽で効

果の高い、家具の転倒防止及びガラスの飛散防止を積極的に推進するため、自ら設置する

ことが難しい高齢者や障がい者等の設置を支援する。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ 事業概要 

（１）対象世帯  自ら設置することが困難と思われる世帯 

（災害時要援護者世帯及び65歳以上の高齢者世帯等） 

（２）家具固定及び飛散防止フィルム設置に係る条件 

      家具固定器具及び飛散防止フィルムの原材料購入費については、本人負担とする。 

（３）費用 

・家具固定器具設置    １世帯当たり３箇所 5千円 

・飛散防止フィルム設置  １世帯当たり４枚 10千円 

４ ２５年度の事業内容 

（１）家具固定器具設置委託料 ５００千円（１００世帯） 

    （２）飛散防止フィルム設置委託料 １，０００千円（１００世帯） 

 

 

（施）地域防災力向上促進事業費（市民部 防災安全課）（新規） 

４，２００千円 

１ 事業目的 

本市では、平成19年に全校区において自主防災組織が結成されているところであるが、

南海地震をはじめとする各種災害に対する地域防災力の向上を図るため、校区自主防災組

織に対して計画的な資機材整備を推進する。 

また、校区自主防災組織が実施する防災学習会、防災訓練等の開催経費を助成すること

により本市の防災力の向上を図る。あわせて、市民に自助、共助の大切さなど、災害に備

える意識、知識を身につけてもらうため、防災講演会や出前講座を開催する。 

２ 事業年度 

平成２５年度 
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３ ２５年度の事業内容 

（１）自主防災組織支援事業  ３，９００千円 

・校区自主防災組織資機材整備助成 3,000千円 

・校区自主防災組織活動支援助成    900千円（3組織×300千円＝900千円） 

（２）地域防災力向上事業     ３００千円 

・自主防災組織対象防災講演会開催費 200千円 

       ・防災出前講座等開催経費      100千円 

 

 

（施）災害対策推進費（市民部 防災安全課）（新規） 

２，９３２千円 

１ 事業目的 

災害時の避難所として市内６６か所を指定しているが、その内公民館等の２１か所には

発電機、簡易トイレ等の防災資機材を整備している。残りの４５か所の避難所について、

災害発生時に非常用電源を確保できるよう、発電機等の防災資機材を計画的に整備する。 

     また、昨年１０月に災害時に同時被災する可能性の低い青森市と「災害時の相互応援協

定」を締結したところであるが、青森市以外においても、大規模災害が発生したときに職

員を迅速に派遣し、現地の状況に即応した被災地支援体制の整備を図るため、資機材の拡

充を行う。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ ２５年度の事業内容 

（１）避難所資機材整備事業   １，４１８千円 

・発電機、灯光器等の整備 1,418千円（15か所） 

（２）災害時支援体制整備事業  １，２６４千円 

・職員派遣資機材の整備         1,051千円 

・被災地、協定締結市調査費等    213千円 

（３）業務継続計画策定事業     ２５０千円 

・計画書の印刷製本費           250千円 
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◎消防体制の充実 

（単）消防自動車整備事業（消防本部） 

４，９８８千円（155,770千円） 

１ 事業目的 

市民が安心して生活できることを目指し、複雑多様化する各種災害に対応するため、最

新鋭の消防自動車に更新し、車両のオートメーション化、軽量化を図ることにより、安全・

確実・迅速に災害対応を実施する。 

２ 事業年度 

平成２５年度 

３ 事業概要 

     消防自動車等の計画的な更新を実施する。 

４ ２５年度の事業内容 

     ・消防指令車 

        配置場所 消防本部、購入年月 平成７年８月、経過年数 １８年 

 

 

（単）消防救急無線デジタル化整備事業（消防本部） 

１７６，１５６千円（17,325千円） 

１ 事業目的 

消防救急無線をアナログ方式からデジタル方式に整備することにより、秘話通信や拡大

情報通信等を可能にする。 

２ 事業年度 

平成２４年度～２７年度 

３ 事業概要 

現在使用している消防救急無線はアナログ方式で、その周波数の使用期限が平成２８年

５月３１日までとなっていることから、既存設備の更新や統制波、主運用波、活動波を合

わせてデジタル方式に整備する。 

４ ２５年度の事業内容 

（１）黒島海浜公園基地局整備   １０７，２０５千円 

（２）車載型無線機整備（30台）   ６０，４８０千円 

（３）監理業務委託等          ８，４７１千円 

５ 財源内訳 

（１）市債 100％  176,000千円（防災対策事業債） 

（２）一財          156千円 
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（単） 消防施設耐震補強対策事業（消防本部） 

４，６６８千円（8,324千円） 

１ 事業目的 

消防施設は地震などの大規模災害が発生した場合に、被災地における救援、救護等の災

害応急活動の拠点となる施設であることから、耐震診断を実施することにより、建物の被

害の度合いを調査し、耐震性が劣っている場合は耐震改修を行い、新居浜市における防災

拠点の充実を図る。 

２ 事業年度 

平成２４年度～２７年度 

３ 事業概要 

     消防施設の耐震診断及び耐震改修を行う。 

４ ２５年度の事業内容 

（１）耐震診断委託料 ４，６６８千円 

    金子西分団詰所、多喜浜分団詰所 

５ 財源内訳 

（１）国 1/3            655千円（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

（２）市債 100％   1,000千円（緊急防災・減災事業債） 

（３）一財        3,013千円 

 

（単）消防分団詰所整備事業（消防本部） 

６１，９０９千円（4,104千円） 

１ 事業目的 

地域の防災拠点となる消防団詰所を計画的に更新整備することにより、市民の安心・安

全を守る。 

２ 事業年度 

平成２４年度～２５年度 

３ 事業概要 

消防団活性化結果に基づき、市民の安心・安全を守る防災拠点として、別子山分団詰所

を建設する。 

４ ２５年度の事業内容 

       別子山分団詰所建設工事（旧別子小学校跡）  

（１）詰所新築工事 ５３，８８３千円 

（２）外構工事外   ８，０２６千円 

５ 財源内訳 

（１）市債 100％  61,900千円（過疎債）［交付税算入率70%］ 

（２）一財           9千円 
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◎消費者の自立支援と相談体制の充実 

 

（施）消費生活改善対策費（市民部 市民活動推進課） 

８，８０３千円（8,536千円） 

  １ 事業目的 

複雑多様化する消費者問題に対応するため、消費生活相談体制の充実強化を図る。また、

出前講座・学習講座などによる消費者教育の推進、関係機関、団体等との連携強化を図り、

市民の消費生活の安定と向上を目指す。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

    （１）消費生活相談事業      ４，８５７千円 

         消費生活相談員の人件費         ４，７１２千円 

         研修費、パソコンリース料他         １４５千円 

    （２）消費生活改善対策事業       ８６千円 

     自立する消費者学習講座の開催          １９千円 

   啓発資料等の購入                ６７千円 

（３）みんなの消費生活展開催事業   ３００千円 

（４）消費者行政活性化事業    ３，５６０千円 

（愛媛県消費者行政活性化基金を活用した事業） 

   消費生活センター設置に伴う増員分人件費 ２，３５７千円 

   相談員、担当職員の研修費          ３５４千円 

   多重債務法律相談の開催           ５８４千円 

   啓発チラシ、グッズ作成等          ２６５千円 

４ 財源内訳 

（１）県       4,260千円 

（２）一財       4,543千円 
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◎男女共同参画社会の形成 
 

（施）ＤＶ対策推進費（市民部 男女共同参画課）（拡充） 

 

４，２５４千円（3,187千円） 

  １ 事業目的 

ＤＶ相談については、近年相談内容が多様化・深刻化し相談件数は年々増加しており、

ＤＶ被害者等の緊急避難支援及び緊急一時保護が必要なケースも増加傾向にある。 

こうした事態に対応するため、平成２５年度中に新居浜市配偶者暴力相談支援センター

を開設し、被害者の立場に立った支援を継続して行う。 

  ２ 事業年度 

     平成２５年度 

  ３ 事業概要 

      平成２５年度に新居浜市配偶者暴力相談支援センターを開設するとともに、専門的な

知識を持った弁護士、臨床心理士への相談、ＤＶ相談員へのスーパーバイズ（相談員の

専門相談）など、相談体制の充実を図る。 

  ４ ２５年度の事業内容 

    （１）配偶者暴力相談支援センター設置・運営関連経費  ３，２５７千円 

       ・毎週月～金曜日午後にＤＶ相談を実施、また緊急及びフォロー相談にも対応 

 ・ＤＶ相談員に連絡・支援対応用の携帯電話を貸与 

       ・ＤＶ被害者サポーターの傷害保険に加入 

 ・ＤＶ相談員及びＤＶ被害者サポーターの同行支援等に対する費用の一部負担 

       ・外国人（日本語が十分に理解できない）のＤＶ被害者からの相談に対応できるよ

う通訳者を同行 

       ・専門相談の実施（弁護士・臨床心理士） 

       ・ＤＶ防止研修、相談員養成研修の実施 

       ・備品等購入経費 

（２）ＤＶ相談員研修等の実施               ３１０千円 

       ・スーパーバイズ（相談員が受ける専門相談） 

・ＤＶ相談員研修への参加 

       ・ＤＶ関係相談員セミナーへの参加  

（３）配偶者暴力被害者緊急避難支援等に関する要綱の活用   ８７千円 

       ・緊急一時保護等の扶助費を支給       

（４）ＮＰＯ法人新居浜ほっとねっとへの活動補助      ６００千円 

       ・暴力に苦しむ女性と子どもの保護支援活動事業補助金 
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◎地域コミュニティの充実 

 

（単）コミュニティ施設整備事業（市民部  市民活動推進課） 

２０，３４２千円（26,198千円） 

１ 事業目的 

自治会の地域コミュニティ活動拠点施設である集会所施設（自治会館等）や自治会活

動の一環である関連施設（放送施設・掲示板・防犯灯）の改修・修繕・新設等整備工事に

対して、補助金を交付する。 

また、集会所建設（新築）工事に対して、補助金を交付する。 

２ 事業年度 

     平成２５年度 

３ 事業概要 

集会所、集会所施設及び倉庫等附帯施設、放送施設及び掲示板、防犯灯整備補助金 

（１） コミュニティ施設等整備事業補助金  １１，４４２千円 

◆実施主体   各自治会 

◆施行箇所   各自治会館及び関連施設 

◆補助率    １／２以内（放送用アンプ更新のみ全額） 

◆補助限度額  集会所施設等   ６００千円 

                放送施設・掲示板 １３０千円 

                防犯灯支柱なし１基  ９千円 等 

◆補助金額   集会所施設、放送施設、掲示板等修繕 １０，２００千円 

                防犯灯  １，２４２千円 

    （２）自治会館１館の新築工事（八雲自治会館新築予定）  ８，９００千円 

◆補助率 工事精算額の３／５以内 

◆補助限度額１５，０００千円（他費用は自治会負担） 

◆工事費  １４，９１０千円（予定） 

◆備考  木造建築を原則とし、補助基準単価１㎡１６５千円 

              土地の収得・造成費、建物の設計解体費等は補助対象外 
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（施）地域コミュニティ活動支援事業費（市民部  市民活動推進課） 

５１，３１４千円（52,236千円） 

１ 事業目的 

魅力ある地域コミュニティの育成を図るとともに、自治会加入促進策への協力や自治会

の自主・自立・基盤強化と活性化に向け、地域住民自治力の向上を図るため、最大の地域

コミュニティ組織である新居浜市連合自治会の諸活動を支援する。 

２ 事業年度 

     平成２５年度 

３ 事業概要 

新居浜市地域コミュニティ活動支援交付金     

     （１）防犯活動推進事業           １８，８０４千円 

         自治会が行う防犯活動、防犯灯設置への交付金 

     （２）新居浜市連合自治会活動事業         ４３６千円 

  総会や研修事業、金婚式及び自治会役員表彰事業、自治会加入促進事業、連合

自治会活動事業への交付金 

     （３）広報活動事業             ２４，９４４千円 

   市政だよりの配布、その他広報活動への交付金 

     （４）ごみ減量化等啓発事業            ４８０千円 

  ごみ収集カレンダー配布への交付金 

     （５）魅力あふれる地域コミュニティ創生事業  ６，３００千円 

         地域の独自性を活かしたソフト事業、自治会加入促進に関する事業への交付金 

     （６）熱中症予防及び節電対策事業         ３５０千円 

         集会所施設のエアコンを活用した、高齢者の熱中症予防及び節電対策への交付金 
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フィールド７ 計画の推進 

◎開かれた市政の推進 

（施）合併１０周年記念事業（企画部  総合政策課） （新規） 

１，４００千円 
１ 事業目的 

平成１５年４月１日に旧新居浜市と旧別子山村が合併して１０周年という節目を迎えるに

あたり、合併式典・シンポジウムを開催し、「あかがねのまち笑顔輝く新居浜市」としてさら

なる発展を目指す。 

２ 事業年度   

平成２５年度 

３ 事業の概要 

  （１）式典 

       １０周年のこれまでの歩み映像や、平成１５年合併を記念して埋設したタイムカプセ

ル内の手紙の紹介などを行う。 

（２）シンポジウム 

       パネルディスカッション形式で、地域興しに関わりのある方たちと、具体的な取り組

み事例などの紹介も踏まえ、議論する。 

４ 財源内訳 

（１）その他  1,400千円（合併振興基金700千円・市町振興協会助成金700千円） 

 

（施）合併１０周年記念市民交流事業費（経済部  別子山支所） （新規） 

５，０００千円 
１ 事業目的 

平成１５年４月１日に旧新居浜市と旧別子山村が合併して１０周年という節目を迎えるに

あたり、市民が心を一つにできる交流事業として、市民と行政の協働による体験型参加事業

を開催し、多くの市民交流を通じて、新居浜市としての一体感をさらに深めるとともに、別

子山地域の情報発信を行う。 

２ 事業年度   

平成２５年度 

３ 事業の概要 

   新居浜市・別子山村合併１０周年記念市民交流事業実行委員会が実施主体となり、夏から

秋にかけ、別子山地域周辺において、自然豊かな山間地である別子山地域の特産品や観光資

源に触れる体験型イベント事業やステージイベント事業のほか、現在の様子を映像として残

す記念事業を実施する。 

  ４ 事業の内容 

    （１）委託料 5,000千円 

５ 財源内訳 

（１）その他  5,000千円（合併振興基金・自治総合センター助成金） 

 

 



 

フィールド７ 計画の推進 

 

 60 

◎効果・効率的な自治体経営の推進 

 

（公）庁舎耐震補強対策事業（総務部  管財課） （新規） 

１７１，１５０千円 
１ 事業目的 

庁舎（昭和５５年竣工）について、平成２４年度に実施した２次耐震診断に基づき、耐震

補強工事を実施し、来庁する市民及び職員が安心して利用できる施設とする。 

２ 事業年度   

平成２５年度 

 ３ 事業の内容 

     耐震補強工事  １７１，１５０千円 

４ 財源内訳 

（１）国               57,050千円（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

（２）市債（充当率100％）   114,100千円（緊急防災・減災事業債）［交付税算入率80%］ 

 

（単）庁舎等整備事業（総務部 管財課）  

                           ６５，８６９千円（21,235千円） 

１ 事業目的 

バリアフリー化、省エネルギー化等を重視した大規模な維持補修を計画的に行い、市庁舎

等の現状の機能を確保する。 

２ 事業年度   

平成２５年度 

３ 事業の内容 

電話交換機リース料                 ２５１千円 

空調用自動制御機器整備             １，３１３千円 

エレベーターリニューアル工事         ５６，９６３千円 

男女共同参画課設置工事             ３，３５１千円 

新居浜港務局屋上防水改修工事          ３，９９１千円 

４ 財源内訳 

（１）その他              29,054千円（公共施設整備基金） 

（２）一財               36,815千円 

  

（施）コンビニ収納事業費（総務部  収税課）  

８００千円 
１ 事業目的 

休日や夜間でも手数料不要で収めることができるコンビニ収納を実施することにより、納

税義務者の納税環境の整備による利便性の向上を図る。 

２ 事業年度   

平成２４年度～ 

３ 事業の概要 

平成２５年５月から軽自動車税（現年当初のみ）について、納期限内の納付時間と場所を

限定しない、コンビニ収納を開始する。 

４ 事業の内容 

（１）手数料  月額基本料及び収納事務手数料  ８００千円 
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（施）ふるさと応援寄附金推進費（企画部  総合政策課） （新規） 

８３５千円 
１ 事業目的 

個人住民税における寄附金税制の拡充、いわゆる「ふるさと納税」制度が、地方税法改正

に伴い平成２０年度に創設された。寄附金は、地方公共団体にとって、まちづくりを推進す

るための貴重な財源であるが、本市の寄附件数・寄附金額は低調な状態が続いているため、

お礼の品やＰＲ方法等を拡充することにより、寄附件数及び寄附金額の増加を目指す。 

２ 事業年度   

平成２５年度 

３ 事業の概要 

（１） 寄附者へのお礼の品の充実  

・寄附額に応じ、特産品を贈呈（物産協会、ＪＡと委託契約予定） 

        寄附額１万～３万円未満→２千円相当の特産品贈呈 

        寄附額３万円以上→５千円相当の特産品贈呈 

（２）ＰＲ方法の拡充 

・啓発チラシの印刷部数増 

・お盆・正月に、新居浜駅でチラシを配布 

・高速道路ＳＡにチラシを設置 

・前年度寄附者に対し、依頼文書を送付 

（３） 寄附方法の拡充 

     ・クレジットカードによる納付を導入（６月予定） 
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◎情報通信技術（ICT）の利活用と市民サービスの向上 

 

（施）電子入札推進費（総務部 契約課）  

                           ３，９８３千円（2,803千円） 

１ 事業目的 

電子入札・電子閲覧を推進することにより、入札及び契約事務の合理化を図り、入札の公

平性・透明性及び安全性を高める。 

２ 事業年度   

平成２２年度～ 

３ 事業の概要 

平成２２年１０月から設計金額２千万円を超える一般競争入札を対象として電子入札を

導入した。平成２５年１０月から設計金額１千万円を超える建設工事にかかる指名競争入札

についても電子入札により実施し、電子入札の拡大を図る。 

４ 事業の内容 

    ・電子入札システム運用委託料  ３，５３２千円 

    ・電子入札コアシステム使用料    ４５１千円 

５ 財源内訳 

（１） その他（諸収入）   446千円（水道局負担金） 

（２） 一財               3,537千円 
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４ 補助金の状況 

 

１．審査会が公開審査する補助金 
    

区       分 件数 
構成比 

（件数） 
金額 （千円） 

構成比 

（金額） 

採 択 さ れ た も の （Ａ） 71 94.7% 48,774 96.3% 

 

一次審査で２８．００点以上の事業 60 80.0% 41,064 81.1% 

二次審査で４９．８３点以上の事業 11 14.7% 7,710 15.2% 

不採択となったもの （Ｂ） 4 5.3% 1,860  3.7% 

 ニ次審査で４９．８３点未満の事業 4 5.3% 1,860  3.7% 

合     計  （Ａ＋Ｂ） 75 100% 50,634 100% 

       

       
2．市が認定する補助金 

    

区       分 
件   

数 
構成比（件数） 金額 （千円） 構成比（金額） 

採 択 さ れ た も の （Ｃ） 88 100% 777,108  100% 

合     計   88 100% 777,108  100% 

       

補助金合計（採択分）  （Ａ＋Ｃ） 159   825,882    
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  ５ 予算額前年度対比 

Ⅰ 歳出（経費別） 

                                   （単位：千円、％） 

予算額 構成比 予算額 構成比 金額 率

経常 28,856,911 60.7 28,208,845 60.0 648,066 2.3

施策 10,604,577 22.3 10,569,554 22.5 35,023 0.3

公共 5,514,654 11.6 5,359,743 11.4 154,911 2.9

単独 2,531,962 5.3 2,816,330 6.0 △284,368 △10.1

災害復旧 42,300 0.1 52,980 0.1 △10,680 △20.2

計 47,550,404 100.0 47,007,452 100.0 542,952 1.2

平成25年度 平成24年度 増減
経費区分

 

 

Ⅱ 事業を賄う財源（款別歳入） 

                                    （単位：千円、％） 

予算額 構成比 予算額 構成比 金額 率

1 市税　　　　　　　　　　　　　18,081,575 38.0 17,608,539 37.6 473,036 2.7

2 地方譲与税　　　　　　　　　　341,000 0.7 348,000 0.7 △7,000 △2.0

3 利子割交付金　　　　　　　　　 40,000 0.1 40,000 0.1 0 0.0

4 配当割交付金　　　　　　　　　 16,000 0.0 16,000 0.0 0 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金　　　　 8,000 0.0 8,000 0.0 0 0.0

6 地方消費税交付金　　　　　　　950,000 2.0 950,000 2.0 0 0.0

7 ゴルフ場利用税交付金　　　　　 31,000 0.1 31,000 0.1 0 0.0

8 自動車取得税交付金　　　　　　 52,000 0.1 52,000 0.1 0 0.0

9 地方特例交付金　　　　　　　　 40,000 0.1 60,000 0.1 △20,000 △33.3

10 地方交付税　　　　　　　　　　5,780,000 12.1 5,647,000 12.0 133,000 2.4

11 交通安全対策特別交付金　　　　 24,000 0.1 24,000 0.1 0 0.0

12 分担金及び負担金　　　　　　　842,403 1.8 854,913 1.8 △12,510 △1.5

13 使用料及び手数料　　　　　　　750,824 1.6 756,082 1.6 △5,258 △0.7

14 国庫支出金　　　　　　　　　　6,440,959 13.5 6,668,185 14.2 △227,226 △3.4

15 県支出金　　　　　　　　　　　2,791,010 5.9 2,805,867 6.0 △14,857 △0.5

16 財産収入　　　　　　　　　　　 35,497 0.1 39,131 0.1 △3,634 △9.3

17 寄附金　　　　　　　　　　　　 9,967 0.0 10,000 0.0 △33 △0.3

18 繰入金　　　　　　　　　　　　2,351,999 4.9 3,343,230 7.1 △ 991,231 △ 29.6

19 繰越金　　　　　　　　　　　　1,100,000 2.3 1,100,000 2.3 0 0.0

20 諸収入　　　　　　　　　　　　1,798,170 3.8 1,749,905 3.7 48,265 2.8

21 市債　　　　　　　　　　　　　6,066,000 12.8 4,895,600 10.4 1,170,400 23.9

歳入合計 47,550,404 100.0 47,007,452 100.0 542,952 1.2

平成25年度 平成24年度 増減
款
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６ 特別会計 

（１）貯木場事業特別会計  1億1,481万５千円 構成比0.3％ 

（対前年度当初比 2,720万2千円 31.0％の増） 

 

（２）渡海船事業特別会計 1億7,740万3千円 構成比0.5％ 

（対前年度当初比 △4,511万2千円 20.3％の減） 

 

（３）住宅新築資金等貸付事業特別会計 1,038万5千円 構成比0.0％ 

（対前年度当初比 △125万9千円 10.8％の減） 

 

（４）平尾墓園事業特別会計 2,129万1千円 構成比0.１％ 

（対前年度当初比 173万3千円 8.9％の増） 

 

（５）公共下水道事業特別会計 56億839万2千円 構成比16.0％ 

（対前年度当初比 ２億2,197万8千円 4.1％の増） 

 

（６）工業用地造成事業特別会計 9,338万2千円 構成比0.3％ 

（対前年度当初比 △1億47万1千円 51.8％の減） 

 

（７）国民健康保険事業特別会計 145億5,749万1千円 構成比41.6％ 

（対前年度当初比 4億4,063万8千円 3.1％の増） 

 

（８）介護保険事業特別会計 128億5,658万6千円 構成比36.7％ 

（対前年度当初比 2億2,601万4千円 1.8％の増） 

 

（９）後期高齢者医療事業特別会計 １５億6,823万4千円 構成比4.5％ 

（対前年度当初比 △1,551万6千円 1.0％の減） 

 

 

特別会計合計 ３５０億７９７万９千円  

（対前年度当初比 ７億５,５２０万７千円 2.2％の増） 

 


